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１．実施計画について

（１）計画の目的
　本町は「ひとが元気 まちが元気 みんなでつくる水と緑のふるさと さかえ」を将来像に掲げ、令和元年度から令和８年度までの８年間を計画期間
とする「栄町第５次総合計画」に基づき、まちづくりを進めています。
　このたび策定した「栄町第５次総合計画　実施計画」は、基本計画を計画的かつ戦略的に推進していくための実行計画で、基本計画に基づき実
施する施策に対する事業等の実施時期及び、具体的な内容を示すものです。

（２）計画の期間
　栄町第５次総合計画は、基本構想（８年計画）、前期・後期基本計画（各４年計画）、実施計画（３年計画）で構成されています。なお、実施計画
は、毎年度見直しを行うローリング方式により策定するものとします。

基本構想（８年間）

前期基本計画（４年間） 後期基本計画（４年間）

実施計画

実施計画

実施計画 毎年度見直し

基本構想

基本計画

実施計画 実施計画

実施計画

実施計画

実施計画

実施計画
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（３）実施計画のローリングにあたって

施策 ページ 施策 ページ

1-1-1 【新規】 3
1-3-1
5-1-2

8/31

1-1-1 3
5-1-5

他2施策
32/33/35

1-1-3 5
5-1-5

他6施策
【拡充】 32 他

1-2-1 6 5-3-3 35

1-2-2 7 5-4-1 【新規】 36

1-2-2 7 5-4-2 36

1-2-2 7

1-3-1 【新規】 8 施策 ページ

1-3-1
5-1-2

8/31
2-2-3
3-1-1

12/17

2-1-3 10
2-3-3
3-1-1

14/17

2-1-4 10 3-1-1 16

2-2-3 12
3-1-1
6-2-1

【拡充】 16/40

3-1-1
6-2-1

【拡充】 16/40
3-1-1
6-2-1

【拡充】 16/40

3-1-1
6-2-1

【拡充】 16/40 3-1-3 20

6-1-4 38

6-2-1 【拡充】 40 施策 ページ

6-3-1 41 2-3-2 14

7-1-2
8-1-3

44/48

施策 ページ 7-3-2 【拡充】 46

6-1-5
7-1-2

39 8-1-3 49

7-1-2
8-1-3

44/49
8-1-3

他6施策
【拡充】 49

7-1-1 【新規】 44

7-1-1 【新規】 44

地域部活動推進事業

こどもまんなか宣言の普及啓発 移住者農業体験環境整備事業

宅地耐震化推進事業

実施計画事業名

公園バリアフリー化事業 雨水整備推進事業

まちづくり大学事業

地球温暖化対策推進事業図書室空間創出事業

実施計画事業名

学校施設大規模改修事業（小学
校)

後期基本計画の計画期間の中で、各施策を着実かつ効果的に推進していくことは当然のこと
ですが、単独施策のみの取り組みでは解決困難な課題に対し、施策横断的に連携して取り組
むことにより、目指す成果に対して相乗効果を最大限に高めるべく、より効率的・効果的な
施策展開を図る必要があります。このため、全庁を挙げて施策の横断的かつ重点的に推進す
る取り組みを「重点プロジェクト」として設定しています。

実施計画のローリングでは、社会経済状況や町民ニーズ、財政状況などの変化に迅速かつ的
確に対応しつつこの重点プロジェクトを推進するため、毎年度、実施計画事業を新規に追加
または拡充する見直しを行っています。
※重点プロジェクトに位置付けた実施計画の事業内容については下記のページを参照してく
ださい。

子育て相談支援事業

保育委託事業

移住マッチング事業
（旧：オンライン移住体験）

子どもの歯・口腔の健康づくり
推進事業

予防接種事業

乳児・幼児健診事業

特定不妊治療費助成事業

実施計画事業名

中学校避難所空調設備設置事業
（名称変更）

町民の雇用創出促進事業

雇用就労支援事業

実施計画事業名

ドラムの里活性化事業

地方創生推進事業

観光資源活用事業

学校給食センター運営事業

実施計画事業名

移住者農業体験環境整備事業

安食駅バリアフリー化事業

都市計画法関連事業

小学校避難所空調設備設置事業
（名称変更）

中学校避難所空調設備設置事業
（名称変更）

小学校避難所空調設備設置事業
（名称変更）

職員自主行動強化事業

消防水利新設事業

まちづくり大学事業

協働パートナーとの連携推進事
業

子どもまちづくり活動助成事業

ホームページを活用した行政情
報発信事業

キャッシュレス化推進事業

地方創生推進事業

定住・移住促進プロジェクト

協働のまちづくり推進プロジェクト

産業活性化プロジェクト

災害に強いまちづくりプロジェクト

時代のニーズに対応したまちづくりプロジェクト

定住・移住

促進

協働の

まちづくり

時代の

ニーズに対

産業活性化

災害に強い

計画推進基本方針

町民が希望を

５つの

重点プロジェクト

こどもまんなか宣言とともに策定された「栄町こども計画」内の

事業は、本実施計画内の各施策に事業に内包されています。
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基本目標１　子育てがしやすい元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・保育委託
・民間保育所運営費補助金

・保育委託
・民間保育所運営費補助金

・保育士確保対策補助金
・保育士処遇改善

・保育士確保対策補助金
・保育士処遇改善

・児童クラブ運営委託
　（安食・安食台・竜角寺台・布鎌）

・児童クラブ運営委託
　（安食台・安食台・竜角寺台・布鎌）

・子育てファミリー・サポートセンター
制度設計（R7～)

・子育てファミリー・サポートセンター
運営

・子ども子育て会議開催（年２回）
・こどもまんなか宣言の普及啓発【新
規】

・子ども子育て会議開催（年３回）
・こどもまんなか宣言の普及啓発

・保育所運営支援
・保育所整備支援

・保育所運営支援
・保育所整備支援

・要保護児童対策協議会
・個別支援会議
・個別支援訪問
・個別支援面談

・要保護児童対策協議会
・個別支援会議
・個別支援訪問
・個別支援面談

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

保育環境の充実

福祉・子ども課

1-1 　安心して子どもを元気に育てられるような環境づくりを推進します

1

実施計画における事業名

10月１日の保育所の待機
児童数

0人0人0人0人
0人

Ｒ3年度
保育所待機児童数

保育所整備支援事業保育所整備支援事業継続6

子育てファミリー・サポートセンター
運営事業

子育てファミリー・サポートセンター
運営事業

拡充4

放課後児童クラブ運営事業継続3

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

子ども・子育て支援計画策定事業子ども・子育て支援計画策定事業継続5

放課後児童クラブ待機児
童数

2 拡充 保育士確保支援事業 保育士確保支援事業0人0人0人0人
0人

Ｒ3年度

保育委託事業継続1 保育委託事業

放課後児童クラブ運営事業

１０月１日の放課後児童ク
ラブの待機児童数

DV・児童虐待防止対策の推進

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課
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基本目標１　子育てがしやすい元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

1-1 　安心して子どもを元気に育てられるような環境づくりを推進します

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・子ども医療費（入院、通院、調剤）助
成（０歳から１７歳）

・子ども医療費（入院、通院、調剤）助
成（０歳から１７歳）

・ひとり親家庭へ医療費助成
　（保護者）
・ひとり親家庭の就労支援

・ひとり親家庭へ医療費助成
　（保護者）
・ひとり親家庭の就労支援

・未熟児（0歳）の医療費助成 ・未熟児（1歳）の医療費助成

・出産お祝い支援金
　（出生時、１歳時、２歳時に支給）

・お祝い支援金
※支給時期の見直し

・第３子の保育料を助成 ・第３子の保育料を助成

・保健師、助産師等による伴走型相
談支援
・妊婦の為の支援給付金

・保健師、助産師等による伴走型相
談支援
・妊婦の為の支援給付金

・児童手当年６回支給（０歳から１８歳
まで）

・児童手当年６回支給（０歳から１８歳
まで）

・新婚世帯を対象に住居費や引っ越
し費用の一部を助成

・新婚世帯を対象に住居費や引っ越
し費用の一部を助成

・小学校３年生までの病児、病後児保
育の委託

・小学校３年生までの病児、病後児保
育の委託

・タクシー利用費用の一部助成
（上限5,000円）

・タクシー利用費用の一部助成
（上限5,000円）

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

児童手当支給事業

結婚新生活支援事業

病児・病後児保育事業

マタニティー・乳児タクシー利用助
成事業

拡充1

継続

0.87
R３年度

合計特殊出生率

子育て世帯の経済
的負担の軽減

2

3 継続

4 新規

2

15歳から49歳までの女性
の年齢別出生率の合計

1.030.990.950.91

妊婦の為の支援事業
（旧出産・子育て応援事業）

福祉・子ども課

ひとり親家庭等医療費等助成事
業

福祉・子ども課

多子世帯保育料助成事業

未熟児養育医療事業

医療費助成事業

子育て祝金支給事業子育て祝金支給事業

子ども医療費助成事業

保育の無償化推進事業

出産・子育て応援事業

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課
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基本目標１　子育てがしやすい元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

1-1 　安心して子どもを元気に育てられるような環境づくりを推進します

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・子育てに関する情報発信
・乳幼児等の子どもと保護者を対象と
した相談
・子育て相談助言など
・乳児家庭全戸訪問

・子育てに関する情報発信
・乳幼児等の子どもと保護者を対象と
した相談
・子育て相談助言など
・乳児家庭全戸訪問

・子育てに関する相談支援の実施
（オンライン相談など）

・マタニティクラスの実施

・子育てに関する相談支援の実施
（オンライン相談など）

・マタニティクラスの実施

・父親を対象とした育児や家事に関
する講座・交流会の開催

・父親を対象とした育児や家事に関
する講座・交流会の開催

・こども家庭センター運営
・児童家庭に関する相談支援
・要保護児童対策地域協議会運営
・ヤングケアラー支援
・性暴力・性犯罪防止の取り組み
・児童虐待防止のための職員研修

・こども家庭センター運営
・児童家庭に関する相談支援
・要保護児童対策地域協議会運営
・ヤングケアラー支援事業
・性暴力・性犯罪防止の取り組み
・児童虐待防止のための職員研修

・事業内容行程作成（子ども食堂・
ショートステイ等）

・事業内容行程作成（子ども食堂・
ショートステイ等）

・子育てヘルパーによる家事や育児
の支援

・子育てヘルパーによる家事や育児
の支援妊婦・子育てヘルパー派遣事業 福祉・子ども課

子育て相談支援事業子育て相談支援事業

キッズランド運営事業キッズランド運営事業

子どもの居場所づくり推進事業

子ども家庭支援事業

育児応援塾事業育児応援塾事業

キッズランドの延べ利用
者数

260人240人220人
出張子育て相談（はっぴぃ
ルーム）の年間利用者数

拡充2

継続

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

子ども家庭支援事業

子どもの居場所づくり推進事業

3

14,500人14,500人14,400人14,300人
10,816人
Ｒ元年度

200人
－

Ｒ3年度
出張子育て相談利用者
数

子育ての情報提
供・相談支援の充
実 キッズランド（子育て情報・

交流館アップR）の年間延
べ利用者数

4

拡充3

新規5

新規

1
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基本目標１　子育てがしやすい元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・妊娠・出産・子育て等におけるサー
ビスや相談先などを記載した子育て
ケアプラン(サポートプラン）の作成

・妊娠・出産・子育て等におけるサー
ビスや相談先などを記載した子育て
ケアプラン(サポートプラン）の作成

・妊婦健康診査（医療機関委託） ・妊婦健康診査（医療機関委託）

・産後（2週、4週）の健康診査
（医療機関委託）

・産後（2週、4週）の健康診査
（医療機関委託）

・産婦・乳児の保健指導、育児に関す
る助言及び相談支援の実施

・産婦・乳児の保健指導、育児に関す
る助言及び相談支援の実施

・助産師による集団的相談支援
・育児用品(紙オムツ）の配布

・助産師による集団的相談支援
・育児用品(紙オムツ）の配布

・不妊治療費（保険診療自己負担
分）、不育治療費の一部助成
・特定不妊治療費の一部助成

・不妊治療費（保険診療自己負担
分）、不育治療費の一部助成

・子育ての先輩母さんを「赤ちゃん見
守り隊」として地域ぐるみの子育て支
援を実施

・子育ての先輩母さんを「赤ちゃん見
守り隊」として地域ぐるみの子育て支
援を実施

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

1-2 　子どもの出産から成長までの健康づくりを支援します

妊娠・産後期の包
括的な健康支援

1

福祉・子ども課

3 拡充 産婦健診事業 産婦健診事業 福祉・子ども課

福祉・子ども課

子育てケアプラン作成事業 福祉・子ども課

2

福祉・子ども課

妊産婦支援事業

産後ケア事業

福祉・子ども課

85％ 95％
産婦健康診査の利用者割
合

1

特定不妊治療費助成事業

4

継続 子育てケアプラン作成事業

継続

新規

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

産婦健診の受診率
58.6％
Ｒ3年度

65％ 75％

福祉・子ども課

ベテラン母さん赤ちゃん見守り事
業

妊婦健診事業 妊婦健診事業

産前・産後サポート事業

6



基本目標１　子育てがしやすい元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

1-2 　子どもの出産から成長までの健康づくりを支援します

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・乳児健康診査(医療機関委託）
・新生児聴覚検査
　（予算は妊婦健診事業に含む）

・乳児健康診査(医療機関委託）
・新生児聴覚検査
　（予算は妊婦健診事業に含む）

・1歳6か月、3歳児健康診査
・5歳児健康診査
・健診事後相談支援
・巡回相談事業　など

・1歳6か月、3歳児健康診査
・5歳児健康診査
・健診事後相談支援
・巡回相談事業　など

・定期・定期外予防接種（個別接種）
・風しんワクチン等接種助成
・定期予防接種再接種助成

・定期・定期外予防接種（個別接種）
・風しんワクチン等接種助成
・定期予防接種再接種助成

・インフルエンザ予防接種の費用の
一部助成（接種1回2,000円上限）

・インフルエンザ予防接種の費用の
一部助成（接種1回2,000円上限）

・はみがき教室、はみがき指導
・良い歯の審査会
・2歳、2歳半、5歳児歯科健診
・妊産婦歯科健診（個別委託）

・はみがき教室、はみがき指導
・良い歯の審査会
・2歳、2歳半、5歳児歯科健診
・妊産婦歯科健診（個別委託）

・親子料理教室
・離乳食教室
・こどものおやつ教室

・親子料理教室
・離乳食教室
・こどものおやつ教室

拡充 乳児健診事業

福祉・子ども課母子食育事業

拡充 幼児健診事業 幼児健診事業 福祉・子ども課

3 拡充 予防接種事業

100％

2 乳幼児への健康づ
くりの支援

１歳６ヶ月児健診の受診
率

83.8％
Ｒ3年度

100％ 100％ 100％ － 1

子どもの歯・口腔の健康づくり推
進事業

福祉・子ども課

子ども・妊婦インフルエンザ予防
接種事業

福祉・子ども課

乳児健診事業 福祉・子ども課

予防接種事業 福祉・子ども課

2
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基本目標１　子育てがしやすい元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・転入者記念品
・定住・移住奨励金
・移住者子ども加算金
・医療職・保育職転入者支援金

・転入者記念品
・定住・移住奨励金
・移住者子ども加算金
・医療職・保育職転入者支援金

・Ｕターン同居・近居支援金 ・Ｕターン同居・近居支援金

・ＰＲ活動用印刷
・都内ＰＲイベントの実施

・ＰＲ活動用印刷
・都内ＰＲイベントの実施

・移住マッチングＷＥＢサービス利用
料

・移住マッチングＷＥＢサービス利用
料

・大学生等通学定期代補助汎用台帳
システム委託
・大学生等通学定期代補助金

・大学生等通学定期代補助汎用台帳
システム委託
・大学生等通学定期代補助金

・在宅勤務転入者応援金 ・在宅勤務転入者応援金

・住宅リフォーム補助金 ・住宅リフォーム補助金

・指導者育成講師謝礼
・遊休農地調査経費　など

・市民農園備品購入
・市民農整備　など

・分譲住宅業者への住宅建設誘導
・住宅地開発の可能性のある土地の
紹介など

・分譲住宅業者への住宅建設誘導
・住宅地開発の可能性のある土地の
紹介など

所管

移住者農業体験環境整備事業
【関連施策】5-1-2

経済環境課

1-3 　若者や子育て世代の定住・移住を促進します

住宅地開発誘導事業
【関連施策】2-2-1

都市建設課

企画財政課

17戸 17戸 － 1 拡充 住宅地開発誘導事業【再掲】

2 新たな住宅地開発
の推進【再掲】

新規住宅開発地内の住
宅建築戸数【再掲】

8戸
Ｒ3年度

14戸 15戸

4 新規 大学生等の定住・移住促進事業 大学生等の定住・移住促進事業

住宅リフォーム補助事業

5 新規 在宅勤務者移住促進事業 在宅勤務者移住促進事業

子育て世代の定住・移住促進事
業

タウンセールスによる転
入世帯数

企画財政課

継続
Ｕターン者の定住・移住の促進事
業

Ｕターン者の定住・移住の促進事
業

企画財政課

タウンセールス（定住・移住）推進
事業

13.5%
毎年4月1日時点の18歳～
34歳の人口の割合

2

４６
世帯

奨励金制度を利用して転
入した子育て世帯数

若者（18歳～34歳）の人
口構成率

12.5%
Ｒ3年度

４３
世帯

４４
世帯

41世帯
26世帯
Ｒ3年度

1

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

タウンセールス（定住・移住）推進
事業

拡充3

【新規】
移住マッチング事業
（オンライン移住体験）

12.7% 13.0% 13.2%

子育て世帯の定住・移住の促進
事業

32世帯 35世帯 38世帯

1 定住・移住の推進

子育て世代の転入世帯
数

39世帯
Ｒ3年度

４２
世帯

訪問した不動産業者等の
紹介による転入世帯数

継続

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

企画財政課

企画財政課

企画財政課

企画財政課
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基本目標２　生活環境が整った元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・要望活動 ・要望活動

・県による用地交渉等への同行
・進捗状況、懸案事項の確認

・県による用地交渉等への同行
・進捗状況、懸案事項の確認

2

・関係事業者との協議 ・用地買収、物件補償
・用地測量・分筆登記委託
・道路改良工事

・関係事業者との協議 ・関係事業者との協議

・用地買収、物件補償
・用地測量・分筆登記委託
・通学路整備工事

・用地買収、物件補償
・用地測量・分筆登記委託
・通学路整備工事

・橋梁定期点検 ・橋梁定期点検

・道路台帳現況平面図校正委託
・道路長寿命化修繕工事

・道路台帳現況平面図校正委託
・道路長寿命化修繕工事

・公共用地管理委託
・公共施設等の維持管理

・公共用地管理委託
・公共施設等の維持管理

・小規模道路修繕工事
・原材料費など

・小規模道路修繕工事
・原材料費など

・公共用地環境整備委託
・剪定枝・雑草処分委託
・アダプトプログラム謝礼
・光熱水費など

・公共用地環境整備委託
・剪定枝・雑草処分委託
・アダプトプログラム謝礼
・光熱水費など

・埋蔵文化財発掘調査整理委託 ・埋蔵文化財発掘調査整理委託

・土木積算システム借上料 ・土木積算システム借上料

所管

2-1 　快適な住環境の整備を推進します

2

5

6

3

橋梁整備事業継続4

町道の改良や舗装修繕等
による整備延長

275ｍ550ｍ550ｍ625ｍ
1437ｍ
Ｒ3年度

町道の整備延長

町民等からの道路に関す
る要望件数に対する対応
件数の割合

100％100％100％100％
85％

Ｒ3年度
道路に関する要望への
対応率

2 事業推進のための支援事業

前新田地区町道新設事業継続1

国道、県道の整備促進事業

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

国道、県道の整備
促進

1

国道、県道の整備促進事業継続1

事業推進のための支援事業

前新田地区町道新設事業

町道の整備と適正
な維持管理の推進

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

道路環境整備事業 都市建設課

都市建設課

都市建設課

継続

埋蔵文化財調査・整理事業

土木工事等積算事業

新規

矢口地区町道拡幅事業矢口地区町道拡幅事業継続

町道維持管理事業

町道維持管理事業

町道小規模修繕等事業

通学路整備事業
【関連施策】3-2-2

町道舗装修繕事業町道舗装修繕事業継続

橋梁整備事業

通学路整備事業拡充

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課
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基本目標２　生活環境が整った元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

2-1 　快適な住環境の整備を推進します

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

2

・道路バリアフリー化工事
・道路改良工事
・次年度交付金要望

・道路バリアフリー化工事
・道路改良工事
・次年度交付金要望

・道路照明改修工事計画策定 ・道路照明改修工事

・公園施設改修(インクルーシブ遊具）
の検討

・公園施設改修設計(インクルーシブ
遊具）

・公園バリアフリー化工事
・次年度交付金要望

・公園バリアフリー化工事
・次年度交付金要望

・公園施設の維持管理
・公園緑地の樹木管理
・公園施設大規模改修

・公園施設の維持管理
・公園緑地の樹木管理
・公園施設大規模改修

・駅舎整備に係るＪＲ等関係機関協
議

・駅舎整備に係るＪＲ等関係機関協
議

・安食駅バリアフリー化詳細設計負
担金

・安食駅バリアフリー化施工負担金

・改修に伴うJRとの計画（案）協議 ・改修に伴うJRとの計画（案）協議

・成田線活性化推進協議会活動
・JR線複線化期成同盟

・成田線活性化推進協議会活動
・JR線複線化期成同盟
・成田線１２５周年事業

・JR安食駅関連の要望活動 ・JR安食駅関連の要望活動

・北口自転車駐輪場用地賃借料
・南口自転車駐輪場用地賃借料
・光熱水費など

・北口自転車駐輪場用地賃借料
・南口自転車駐輪場用地賃借料
・光熱水費など

・安食駅周辺イメージアップ事業委託 ・安食駅周辺イメージアップ事業委託

公園バリアフリー化事業継続 

企画財政課

都市建設課

企画財政課

道路付属物整備事業 都市建設課

南北自由通路整備事業

成田線活性化推進事業成田線活性化推進事業

南北自由通路整備事業

安食駅利便性向上事業 安食駅利便性向上事業

自転車駐輪場維持管理事業

1

継続4

継続3

新規2

公園等整備事業
【関連施策】3-1-2

公園バリアフリー化事業

公園等管理事業

安食駅駅舎改築事業

公園等整備事業拡充

継続3 公園等管理事業

安食駅イメージアップ事業

安食駅駅舎改築事業拡充1

安食駅バリアフリー化事業

各年度のJR安食駅乗降者
数

4000人4000人

バリアフリー化事業継続7

公園のバリアフリー化率
全公園に対するバリアフ
リー化対策済み公園の割
合

37.1％31.4％

公園等の整備と適
正な維持管理の推
進

3

鉄道の利便性向上4

42.9％25.7％

JR安食駅乗降者数 4000人4000人
3,636人
（R3年度

14.3％
Ｒ3年度

町道の整備と適正
な維持管理の推進

都市建設課バリアフリー化事業

都市建設課

都市建設課

都市建設課

企画財政課

企画財政課

都市建設課

企画財政課
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基本目標２　生活環境が整った元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

2-1 　快適な住環境の整備を推進します

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

1

・路線バス運行赤字補填 ・路線バス運行赤字補填

企画財政課

・循環バス運行
・循環バスプロポーザル

・循環バス運行
・デマンド本格運行

・印旛日本医大駅方面運行委託 ・印旛日本医大駅方面運行委託

・地域公共交通会議（年2回）
・運賃協議会（年2回）

・地域公共交通会議（年2回）
・運賃協議会（年2回）
・地域公共交通計画策定（地域公共
交通計画町民意識調査）

・成果維持管理システム借上料
・国土調査推進協議会負担金
・消耗品費など

・地籍調査委託
・成果維持管理システム借上料
・国土調査推進協議会負担金
・消耗品費など

都市建設課

3

1

地籍調査の推進6

印旛日本医大駅方面新規バス路
線実証実験事業

地域公共交通計画事業

地籍調査事業

路線バス維持事業

循環バス運行事業

419ha
Ｒ3年度

印旛日本医大駅行新規バス路線
実証実験事業

継続

一筆地調査の結果を基に
地籍簿と地籍図の案を作
成し、土地所有者に縦覧し
た累計面積（地籍調査対
象面積2,074ha）

501ha 621ha571ha536ha

70,000人

循環バス運行事業継続2

新規4 地域公共交通計画事業

地籍調査事業継続

73,000人73,000人 路線バスの維持事業継続
路線バス、循環バス及び
新たな交通形態の利用者
数

地籍調査の成果面積

公共交通の利用者数
66,082人
Ｒ3年度

67,000人

交通ネットワークの
充実

5

企画財政課

企画財政課

企画財政課
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基本目標２　生活環境が整った元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・分譲住宅業者への住宅建設誘導
・住宅地開発の可能性のある土地の
紹介など

・分譲住宅業者への住宅建設誘導
・住宅地開発の可能性のある土地の
紹介など

・空き家バンク新規登録奨励金
・空き家バンク登録リフォーム補助金

・空き家バンク新規登録奨励金
・空き家バンク登録リフォーム補助金

・所有者に対する適正な維持管理の
周知等

・所有者に対する適正な維持管理の
周知等

・空家等対策協議会委員報償 ・空家等対策協議会委員報償

・木造住宅耐震診断、改修補助
・危険ブロック塀等対策補助

・木造住宅耐震診断、改修補助
・危険ブロック塀等対策補助
・栄町耐震改修促進計画の見直し・
策定

・社会資本整備総合交付金申請 ・社会資本整備総合交付金申請

・届出制度の運用
・都市機能増進施設の立地誘導
・立地適正化計画見直し業務

・届出制度の運用
・都市機能増進施設の立地誘導
・立地適正化計画見直し業務

・既存地区計画の見直しの検討 ・既存地区計画の見直しの検討

・11号条例区域指定図作成業務
・開発行為等相談及び指導

・開発行為等相談及び指導

経過観察を実施していく。 経過観察を実施していく。

・都市計画マスタープラン見直し業務

・都市計画見直し業務
・都市計画審議会委員報酬など

・都市計画基礎調査業務
・都市計画審議会委員報酬など

2-2 　賑わいのある住宅地整備を促進します

企画財政課

新たな住宅地開発
の推進

都市建設課

都市計画法関連事業

6 新規 宅地耐震化推進事業
宅地耐震化推進事業
【関連施策】3-1-1

7

3 新規 空き家等適正管理事業

新規 都市計画マスタープラン策定事業
都市計画マスタープラン見直し事
業

継続 宅地開発等指導事業
宅地開発等指導事業
【関連施策】2-2-3

3 計画的な都市づく
りの推進

空き家等適正管理事業

4,645人 4,602人
市街化区域内の人口密度
（人/㎢）

1 継続 耐震対策事業4,688人
耐震対策事業
【関連施策】3-1-1

2 継続

立地適正化計画推進事業 立地適正化計画推進事業

都市再生整備計画推進事業 計画的な都市づくりの推進

3 継続

4 継続 地区計画推進事業 地区計画見直し事業

5

市街化区域内の人口密
度

4,871人
Ｒ3年度

4,731人

新規

5件 6件 7件

15戸

空き家等実態調査事業 空き家等実態調査事業

各年度における空き家バ
ンク登録物件の成約件数

1 継続 空き家バンク活用の促進 空き家バンク活用の促進事業

2 空き家等の活用の
促進

空き家バンクの成約件
数

2件
Ｒ3年度

4件

－ 1

2

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

新規住宅開発地内の住
宅建築戸数

8戸
Ｒ3年度

14戸

1

拡充17戸 17戸 住宅地開発誘導事業
住宅地開発誘導事業
【関連施策】2-2-3

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

都市建設課

所管
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基本目標２　生活環境が整った元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・県浄化槽推進協議会負担金
・合併浄化槽設置整備事業補助金

・県浄化槽推進協議会負担金
・合併浄化槽設置整備事業補助金

・野焼き、未許可による埋立て、その
他の公害の監視指導

・野焼き、未許可による埋立て、その
他の公害の監視指導

・大気汚染情報等の情報提供
（防災メール・防災無線）

・大気汚染情報等の情報提供
（防災メール・防災無線）

・雑草除去委託 ・雑草除去委託

・犬の登録管理業務費
・不妊手術費用の助成金

・犬の登録管理業務費
・不妊手術費用の助成金

・長門川水道企業団（児童手当）負担
金
※Ｒ７企画財政へ事務移管

・長門川水道企業団（児童手当）負担
金

・町民や各種団体等と協力した環境
美化活動の推進
・印旛沼水質保全協議会負担金

・町民や各種団体等と協力した環境
美化活動の推進
・印旛沼水質保全協議会負担金

・雑草除去委託
・町営墓地光熱水費　など

・雑草除去委託
・町営墓地光熱水費　など

・火葬料助成金の交付 ・火葬料助成金の交付

・食品衛生組合活動事業補助金 ・食品衛生組合活動事業補助金

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

食品衛生組合活動支援事業

住民課

2-3 　恵まれた自然環境の保全を推進します

町営墓地の維持管理事業

ペットの適正飼育事業 ペットの適正飼育事業

6 継続 水道の広域供給事業 水道の広域供給事業

5 継続

2 継続
野焼きの防止・違法埋立て等指導
事業

野焼きの防止・違法埋立て等指導
事業

3 継続 大気汚染等の情報提供事業 大気汚染等の情報提供事業

4 継続 あき地の繁茂対策事業 あき地の繁茂対策事業

火葬料助成金交付事業

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

合併処理浄化槽の設置
件数

5基
Ｒ3年度

5基
合併処理浄化槽への転換補助事
業

合併処理浄化槽への転換補助事
業

1 継続5基 5基 5基
町補助金で設置された合
併処理浄化槽の設置数

1 自然環境の保全と
良好な生活環境の
確保

雑草除去指導件数
77件

Ｒ3年度
70件 70件 70件 70件

条例に基づくあき地の雑草
除去指導件数

7 継続

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

経済環境課

経済環境課

経済環境課

経済環境課

経済環境課

企画財政課

経済環境課

経済環境課

経済環境課

美化運動の推進事業 美化運動の推進事業
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基本目標２　生活環境が整った元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

2-3 　恵まれた自然環境の保全を推進します

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・住宅用脱炭素化促進設備等設置費
補助金

・住宅用脱炭素化促進設備等設置費
補助金

・ＬＥＤ照明借上料
・BELS認証取得
・庁舎長寿命化改修設計監理委託
（受変電設備）
・庁舎設備長寿命化改修工事

・ＬＥＤ照明借上料
・庁舎長寿命化改修設計監理委託
（空調設備）
・庁舎設備長寿命化改修工事

・電気自動車新規購入（５台分）
・充電コンセント工事 等

・施設整備計画の見直し
・検討委員会設置

・施設整備計画の見直し

・ふれあいプラザさかえ長寿命化改
修工事（防火シャッター改修、非常灯
更新、文化ホール音響調整室エアコ
ン更新トイレの洋式化他）

・ふれあいプラザさかえ長寿命化改
修工事（文化ホール音響設備、文化
ホール照明設備、非常用発電設備更
新、裏側入口屋根張替工事他）

・地球温暖化対策実行計画策定業務
委託
・検討委員会報償費

計画の推進に向けた取組み

・電気自動車用充電器管理委託
・急速充電器電気料金など

・電気自動車用充電器管理委託
・急速充電器電気料金など

・送風機更新工事（機械）
・送風機更新工事（電気）
・反応タンク更新工事（機械）
・反応タンク更新工事（電気）
・ストックマネジメント実施計画Ⅱ期策定
委託

・最初沈殿池設備改築更新工事(機械)
・最初沈殿池設備改築更新工事(電気)
・送風機更新工事（機械）
・送風機更新工事（電気）
・反応タンク更新工事(機械)
・反応タンク更新工事(電気)

・処理場管理本館耐震補強工事（繰
越）

・内水浸水想定区域図作成委託
・長門川４号雨水支線地質調査・設
計委託

・長門川４号雨水支線整備工事

・経営戦略に基づく経営基盤強化及
び財政マネジメント

・経営戦略に基づく経営基盤強化及
び財政マネジメント

・下水道未接続世帯に対し、電話及
び通知または戸別訪問により接続を
促す。

・下水道未接続世帯に対し、電話及
び通知または戸別訪問により接続を
促す。

・一般会計負担金 ・一般会計負担金

公共下水道の適正
管理

4

経済環境課

公共下水道未接続解消事業
【特別会計】

3件 3件
接続可能な下水道処理区
域内における下水道未接
続世帯解消件数

2 継続 公共下水道未接続解消事業

汚水処理に要した費用に
対する回収割合
使用料収入÷汚水処理費
×100(公費負担除く)

1 新規 経営戦略推進事業
経営戦略推進事業
【特別会計】

下水道処理区域内の未
接続世帯の解消件数

3件
Ｒ3年度

再生可能エネル
ギーの導入促進

3件 3件

経費回収率
84.8%

Ｒ3年度
85.8% 86.3% 86.8%

ストックマネジメント計画推進事業
【特別会計】

地球温暖化対策推進事業

2 継続 総合地震計画推進事業
総合地震計画推進事業
【特別会計】

72.1% 100%

ストックマネジメント計画及
び総合地震計画に基づい
た令和８年度末計画事業
の各年度末事業進捗率

1 継続 ストックマネジメント計画推進事業
公共下水道施設改築更
新・耐震化事業の進捗率

－
Ｒ3年度

37.6% 48.4%

8件

4 継続

87.3%

5 継続

8台 拡充

8件
家庭用燃料電池システム
等の設置補助件数

1 継続

9台
ハイブリッド自動車・電気
自動等の低公害車保有台
数（累計）

2

3 新規

経営健全推進事業

電気自動車用充電器維持管理事
業

学校給食センター建替事業
【再掲】

学校給食センター建替事業
【関連施策】6-2-2

ふれあいプラザ施設大規模改修
事業
【再掲】

エコカー導入事業 公用車更新事業

住宅用脱炭素設備設置助成事業

公共下水道施設整
備の推進

3

雨水整備推進事業
【特別会計】
【関連施策】3-1-1

下水道課

下水道課

下水道課

企画財政課

企画財政課

教育課

生涯学習課

2

住宅用脱炭素設備の設
置補助件数

8件
Ｒ3年度

8件 8件

公用車のエコカー保有台
数

5台
Ｒ3年度

6台 7台

ふれあいプラザ施設大規模改修
事業
【関連施策】3-1-1、6-3-3

住宅用脱炭素設備設置助成事業

公共施設等大規模改修(長寿命
化)事業
【再掲】

公共施設等大規模改修(長寿命
化)事業
【関連施策】8-3-2

下水道課

下水道課

経済環境課

経済環境課

下水道課
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基本目標２　生活環境が整った元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・指定ごみ袋・専用シール購入
・一般廃棄物収集委託
・粗大ごみ収集運搬委託
・ごみ集積所設置助成金など

・指定ごみ袋・専用シール購入
・一般廃棄物収集委託
・粗大ごみ収集運搬委託
・ごみ集積所設置助成金
・硬質プラスチック回収　など

・印西地区環境整備事業組合負担金
・県環境衛生促進協議会負担金

・印西地区環境整備事業組合負担金
・県環境衛生促進協議会負担金

・剪定枝・雑草等拠点回収委託
・資源回収運動奨励金
・生ごみ収集運搬処理委託
・不燃ごみ中間処理委託など

・剪定枝・雑草等拠点回収委託
・資源回収運動奨励金
・生ごみ収集運搬処理委託
・不燃ごみ中間処理委託など

・不法投棄廃棄物処理委託
・動物死骸処理委託など

・不法投棄廃棄物処理委託
・動物死骸処理委託など

・印西地区衛生組合負担金 ・印西地区衛生組合負担金

所管

経済環境課

経済環境課

2

2-4 　資源循環型社会を目指し廃棄物の適正処理を推進します

し尿の広域処理促進事業1 継続 し尿の広域処理促進事業

ごみ減量化推進事業

不法投棄廃棄物処理事業

町民が排出する一人１日
当たりの資源物を除いたご
み量

1 継続 廃棄物収集・運搬事業 廃棄物収集・運搬事業

2 ごみの広域処理事業

3 継続 ごみ減量化推進事業

し尿等の適正処理
の推進

469㌘ 461㌘ 454㌘

継続 ごみの広域処理促進事業

1 ごみ減量化の推進

家庭ごみの一人１日当た
りの排出量

493㌘
Ｒ3年度

477㌘

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

経済環境課

経済環境課

経済環境課
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基本目標３　安全で安心できる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・町総合防災訓練の実施
・地区別、学校単位で行う訓練への
支援

・町総合防災訓練の実施
・地区別、学校単位で行う訓練への
支援

・マニュアル改訂
・システム管理
・参集訓練

・マニュアル改訂
・システム管理
・参集訓練

・自主防災組織への活動支援
・町民対象の講演、研修等の実施
・子ども達への防災教育支援

・自主防災組織への活動支援
・町民対象の講演、研修等の実施
・子ども達への防災教育支援

・災害備蓄品の計画的な整備
（備蓄食品・アルミマット類等）

・災害備蓄品の計画的な整備
（備蓄食品・女性用品）

・避難所運営委員会等の設立及び運
営支援

・避難所の環境整備
・避難体制の改善
・避難所運営委員会等の設立及び運
営支援

・各小学校体育館空調設置他工事設
計委託

・事業完了

教育課
くらし安全課

・栄中学校体育館空調設置他工事
・栄中学校体育館空調設置他工事監
理委託

・事業完了

・ふれあいプラザさかえ長寿命化改
修工事（防火シャッター改修、非常灯
更新、文化ホール音響調整室エアコ
ン更新トイレの洋式化他）

・ふれあいプラザさかえ長寿命化改
修工事（文化ホール音響設備、文化
ホール照明設備、非常用発電設備
更新、裏側入口屋根張替工事他）

・避難行動要支援者名簿への掲載
・個別避難計画の作成

・避難行動要支援者名簿への掲載
・個別避難計画の作成

・あんしんライト設置
（聴覚・視覚障がい者に対する情報
伝達ツールのひとつとして貸与）

・あんしんライト設置
（聴覚・視覚障がい者に対する情報
伝達ツールのひとつとして貸与）

・情報メールシステムの運用
・防災行政無線の運用
・防災行政無線免許更新（移動系）
・Jアラート更新

・情報メールシステムの運用
・防災行政無線の運用

・長門川整備事業連絡協議会への参
加
・進捗状況、懸案事項の確認

・長門川整備事業連絡協議会への参
加
・進捗状況、懸案事項の確認

所管

備蓄品等整備事業

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

情報連携強化事業拡充6

1

避難行動要支援者等支援事業

【拡充】
情報連携強化事業

避難行動要支援者等支援事業拡充5

避難体制整備事業

戸別送受信機貸与事業

3-1 　町民の安全を守る防災体制の整備を推進します

くらし安全課

くらし安全課

くらし安全課

くらし安全課

健康介護課

くらし安全課

都市建設課
くらし安全課

教育課
くらし安全課

生涯学習課

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

職員自主行動強化事業 くらし安全課

防災訓練充実事業

防災体制の整備

防災訓練参加者数

2

震災時食料の備蓄率
【備蓄量（1人×3日分）／
震災時避難所想定避難者
数の３日分食数（12,600
食）】

100％85％70％50％
47.6％
R3年度

100％

避難者運営委員会設置
数

個別避難計画策定率

各種防災訓練の参加者数2,000人1,800人1,600人

4

災害時食料の備蓄率

1,400人
758人

R3年度

1

―
R3年度

５箇所４箇所３箇所２箇所

3

避難所運営委員会の設置
数（累計）【対象避難所９ヵ
所】

95％90％85％
４％

R3年度

当該年度初日の名簿登録
者に対する年度末の作成
率

地域防災力向上事業拡充

防災訓練充実事業

地域防災力向上事業

拡充

拡充 備蓄品等整備事業

避難体制整備事業

拡充

【拡充】
小学校避難所空調設備設置事業
【関連施策】6-2-1

【拡充】
中学校避難所空調設備設置事業
【関連施策】6-2-1

ふれあいプラザ施設大規模改修
事業
【関連施策】2-3-2、3-1-2、6-3-3

健康介護課

7 長門川護岸整備事業長門川護岸整備事業継続
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基本目標３　安全で安心できる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

3-1 　町民の安全を守る防災体制の整備を推進します

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

1 防災体制の整備

・該当エリア住民への災害情報喚起
・全国治水砂防協会千葉県支部負担
金

・該当エリア住民への災害情報喚起
・全国治水砂防協会千葉県支部負担
金

・内水浸水想定区域図作成委託
・長門川４号雨水支線地質調査・設
計委託

・長門川４号雨水支線整備工事

・木造住宅耐震診断、改修補助
・危険ブロック塀等対策補助

・木造住宅耐震診断、改修補助
・危険ブロック塀等対策補助
・栄町耐震改修促進計画の見直し・
策定

・R6年度の調査により、追加調査が
必要となった場合に実施

・R6年度の調査により、追加調査が
必要となった場合に実施

・災害コーディネーターの活用
・防災会議運営
・消火栓ホース更新
・新採職員防災服購入
・内水ハザードマップ下水道課と調整

・災害コーディネーターの活用
・防災会議運営
・消火栓ホース更新
・新採職員防災服購入
・内水ハザードマップ調査・作成

・印西市水防演習視察
・水防演習開催準備

・水防演習

・印旛利根川水防事務組合分賦金 ・印旛利根川水防事務組合分賦金

・印旛地区水防管理団体連合会負担
金
・長沼水害予防組合負担金

・印旛地区水防管理団体連合会負担
金
・長沼水害予防組合負担金

・県河川協会負担金
・利根川治水同盟負担金
・利根川治水同盟千葉県支部負担金
など

・県河川協会負担金
・利根川治水同盟負担金
・利根川治水同盟千葉県支部負担金
など

宅地耐震化推進事業
【関連施策】2-2-3

都市建設課

印旛利根川水防組合負担金事業

雨水整備推進事業
【特別会計】
【関連施策】2-3-3

下水道課

耐震対策事業
【関連施策】2-2-3

都市建設課

その他防災事務事業

水防演習事業 くらし安全課

浸水危険箇所対策事業 都市建設課

都市建設課
くらし安全課

くらし安全課

くらし安全課

土砂災害（急傾斜地等）対策促進
事業

土砂災害（急傾斜地等）対策事業継続

長沼水害予防組合等負担金事業

8

くらし安全課
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基本目標３　安全で安心できる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

3-1 　町民の安全を守る防災体制の整備を推進します

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

・災害支援拠点公園整備の検討 ・災害支援拠点公園整備の検討

・施設整備計画の見直し
・検討委員会設置

・施設整備計画の見直し

・ふれあいプラザさかえ長寿命化改
修工事（防火シャッター改修、非常灯
更新、文化ホール音響調整室エアコ
ン更新トイレの洋式化他）

・ふれあいプラザさかえ長寿命化改
修工事（文化ホール音響設備、文化
ホール照明設備、非常用発電設備
更新、裏側入口屋根張替工事他）

・公園施設改修(インクルーシブ遊
具）の検討

・公園施設改修設計(インクルーシブ
遊具）

・誘致診療科目の決定
・成田赤十字病院救命救急病棟建設
（設計・協議）

・医療機関の誘致
・成田赤十字病院救命救急病棟建設
　着工（Ｒ810～R10.10）

・既存施設利用の有効性について調
査
・先進地視察

・候補地選定

3 消防力の強化

・庁舎屋上・外壁防水等設計委託 ・庁舎屋上・外壁防水等工事
・庁舎空調設備改修設計委託

・消防委員会の開催
・消防職員の健康管理
・消防職員の育成
・新規採用職員へ被服貸与

・消防委員会の開催
・消防職員の健康管理
・消防職員の育成
・新規採用職員へ被服貸与

・消防職員へ計画に基づく装備品の
貸与

・消防職員へ計画に基づく装備品の
貸与

・消防庁舎光熱水等の維持
・消防庁舎各種設備の保守管理
・消防庁舎施設の修繕

・消防庁舎光熱水等の維持
・消防庁舎各種設備の保守管理
・消防庁舎施設の修繕

・各種消防学校研修への職員派遣
・安全運転中央研修所の資格取得補
助
・小型船舶免許更新

・各種消防学校研修への職員派遣
・大型自動車免許等の資格取得補助

公園等整備事業
【再掲】

公園等整備事業
【関連施策】2-1-3

災害支援拠点機能を活
用した防災訓練の参加
者数

５人 ５人
基本消防団員と機能別消
防団員の新規入団者数

拡充

地域保健活動拠点づくり事業
【関連施策】4-1-1

地域保健活動拠点づくり事業
【再掲】

都市建設課

消防庁舎維持管理事業

消防総務課

健康介護課

消防総務課

健康介護課

くらし安全課
都市建設課
経済環境課

教育課

住宅用火災警報器の設
置率

62.2%
R3年度

70% 75% 80% 85%
町民設置調査で「設置済」
と回答した人の割合

認定救急救命士数
全ての認定を受けている
救急救命士の数（累計）

2 継続

消防団新規入団者数
４人

R3年度
５人 ５人

１人
R3年度

２人 ２人 ２人 ２人

2

学校給食センター建替事業
【関連施策】6-2-2

学校給食センター建替事業
【再掲】

継続2

ふれあいプラザ施設大規模改修
事業
【関連施策】6-3-3

ふれあいプラザ施設大規模改修
事業
【再掲】

継続3

－300人300人100人100人 災害支援拠点の整備事業災害支援拠点整備事業

災害支援拠点の整
備

0人
R3年度

医療機関の受診環境整備事業
【関連施策】4-1-2

生涯学習課

6

4

5

消防総務課

消防総務課

消防総務課

1 継続 消防施設・装備充実事業

公共施設等大規模改修（長寿命
化）事業

消防職員装備品等整備事業

新規1

継続

消防活動能力向上事業
人材開発の充実事業
【関連施策】8-1-1

常備消防業務運営事業

医療機関の受診環境整備事業
【再掲】

新規
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基本目標３　安全で安心できる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

3-1 　町民の安全を守る防災体制の整備を推進します

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

3 消防力の強化

・消防団員募集PRリーフレットの作成
・消防団員募集強化月間等の勧誘活
動
・消防団応援の店制度導入
・少年消防団員募集

・消防団員募集PRリーフレットの作成
・消防団員募集強化月間等の勧誘活
動
・消防団応援の店の充実強化
・少年消防団員募集

・団員報酬事務
・消防団活動用備品の整備
・消防団運営補助金の交付
・南・曽根器具庫解体工事

・団員報酬事務
・消防団活動用備品の整備
・消防団運営補助金の交付

・R8更新予定の車両の設計
・消防団施設等整備計画の見直し

・小型ポンプ付積載車への更新整備
　（４－２B）

・消防団車両の車検整備
・消防団車両の修繕

・消防団車両の車検整備
・消防団車両の修繕

・消防団施設等整備計画の見直し ・消防団施設等整備計画の見直し

・消防団施設等整備計画の見直し ・消防団器具庫（３－１（旧龍角寺））
修繕工事

・運営計画策定 ・運営計画策定

・無線機や携帯電話、AVM装置の維持管理
・共同指令センターの運営経費
・県防災行政無線の再整備（地上系R9)
・消防救急無線設備再整備
・共同指令センター全体機器更新
・千葉市消防局庁舎劣化度調査負担金
・消防救急デジタル無線機（移動局）更新

・無線機や携帯電話、AVM装置の維持管理
・共同指令センターの運営経費
・県防災行政無線の再整備（地上系R9)
・消防救急無線設備再整備
・共同指令センター全体機器更新

・出動時の活動経費
・応援隊物品の整備
・放射線測量計の校正

・出動時の活動経費
・応援隊物品の整備
・放射線測量計の校正

・出動時の活動に要する経費
・成田空港消防連絡協議会負担金

・出動時の活動に要する経費
・成田空港消防連絡協議会負担金

広域業務体制構築事業

3 継続

消防団車両等整備事業 消防総務課

消防団車両等維持管理事業 消防総務課

消防団器具庫等整備事業

消防団器具庫等維持管理事業 消防総務課

消防団体制推進事業

消防団員確保促進事業 消防総務課

消防団運営事業 消防総務課

消防広域化事業 消防総務課

【拡充】
通信指令事業

消防総務課

緊急消防援助隊関連事業 消防総務課

千葉県消防広域応援隊関連事業 消防総務課

4 継続

消防総務課
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基本目標３　安全で安心できる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

3-1 　町民の安全を守る防災体制の整備を推進します

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

3 消防力の強化

・救急車両の修理、車検整備
・救急車両の運行管理

・救急車両の修理、車検整備
・救急車両の運行管理

・救急物品等の整備
・医療廃棄物処理、保守点検委託
・ＭＣ協議会負担金

・救急物品等の整備
・医療廃棄物処理、保守点検委託
・ＭＣ協議会負担金

・救命講習会における心肺蘇生法や
AED等の普及啓発
・栄町安心カードの登録、更新

・救命講習会における心肺蘇生法や
AED等の普及啓発
・栄町安心カードの登録、更新

・車両更新計画による整備
　（Ｒ8更新予定）

・車両更新計画による整備
高規格救急自動車

・消防車両の修理、車検整備
・消防車の運行管理

・消防車両の修理、車検整備
・消防車の運行管理

・消防備品等の整備
・救助資機材等保守点検委託

・消防備品等の整備
・救助資機材等保守点検委託

新設箇所の調査、検討 消防水利施設整備計画による整備
・耐震性貯水槽新設工事2基

・防火水槽解体工事
・防火水槽修繕工事

・防火水槽解体工事
・防火水槽修繕工事

・消火栓修繕負担金
・消防水利標識設置工事
・防火水槽補水栓ハンドル修理
・水利標識購入

・消火栓修繕負担金
・消防水利標識設置工事
・防火水槽補水栓ハンドル修理
・水利標識購入

・火災原因調査用備品等整備
・火災予防啓発

・火災原因調査用備品等整備
・火災予防啓発

・火災予防システムにおける管理
　（防火対象物・危険物施設）

・火災予防システムにおける管理
　（防火対象物・危険物施設）

消防総務課

消防総務課救命講習会事業

消防・救助体制推進事業

消防車両等整備事業

救急活動用備品等整備事業

消防水利等維持管理事業

消防水利改修事業

消防総務課

消防総務課

消防車両等維持管理事業 消防総務課

消防・救助活動用備品等整備事
業

消防水利新設事業

消防総務課

救急業務高度化事業

救急車両等維持管理事業 消防総務課

消防総務課

火災予防管理システム事業 消防総務課

消防総務課

7 継続 火災予防対策推進事業

火災予防備品等整備事業

5 拡充

6 継続

消防総務課
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基本目標３　安全で安心できる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 R5 R6 R7 R8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・防犯ボックスの開所
・防犯ボックスSAによる防犯パトロー
ル、相談業務、防犯啓発

・防犯ボックスの開所
・防犯ボックスSAによる防犯パトロー
ル、相談業務、防犯啓発

・主要交差点へ防犯カメラの設置
・防犯カメラの維持官営及び運用
・自治会等で設置した防犯カメラの設
置経費の補助

・主要交差点へ防犯カメラの設置
・防犯カメラの維持官営及び運用
・自治会等で設置した防犯カメラの設
置経費の補助

・犯罪未然防止ための防犯灯の設置
・防犯灯（3,879灯）の維持管理

・犯罪未然防止ための防犯灯の設置
・防犯灯（3,879灯）の維持管理

・防犯団体と連携した防犯パトロール
・警察、防犯団体と連携した防犯啓発

・防犯団体と連携した防犯パトロール
・警察、防犯団体と連携した防犯啓発

・犯罪被害者等の経済的負担を軽減
し、再び平穏な生活が営まれるよう見
舞金等の支援をする。【新規】

・犯罪被害者等の経済的負担を軽減
し、再び平穏な生活が営まれるよう見
舞金等の支援をする。

・千葉県公共料金等暴力対策協議会
成田支部負担金
・千葉県暴力団追放県民会議負担金

・千葉県公共料金等暴力対策協議会
成田支部負担金
・千葉県暴力団追放県民会議負担金

・区画線設置工事
・カーブミラー設置工事
・交通安全施設購入

・区画線設置工事
・カーブミラー設置工事
・交通安全施設購入

・警察、交通安全団体と連携した街頭
監視、交通安全啓発。
・自転車乗車用ヘルメット購入費の補
助。

・警察、交通安全団体と連携した街頭
監視、交通安全啓発
・自転車乗車用ヘルメット購入費の補
助。

・用地買収、物件補償
・用地測量・分筆登記委託
・通学路整備工事

・用地買収、物件補償
・用地測量・分筆登記委託
・通学路整備工事

・小中学校通学路安全点検
・児童交通安全教室
・ながら見守り隊の推進

・小中学校通学路安全点検
・児童交通安全教室
・ながら見守り隊の推進

・消費生活相談員謝礼
・啓発物資購入
・研修負担金など

・消費生活相談員謝礼
・啓発物資購入
・研修負担金など

所管

都市建設課

くらし安全課

くらし安全課

くらし安全課

くらし安全課

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

3-2 　犯罪や事故などが起こりにくいまちづくりを推進します

消費生活相談事業 経済環境課

くらし安全課

60件 60件 － 1 継続 消費生活相談事業

3 消費者保護の推進

消費者相談件数

通学路整備事業
 【再掲】

通学路整備事業
【関連施策】2-1-2

不当要求等防止事業

4 継続 通学路安全対策事業 通学路安全対策事業 教育課

3 拡充

地域・警察と連携した交通安全事
業

くらし安全課

45件
R3年度

60件 60件

地域・警察と連携した交通安全事
業

後期基本計画における成果指標及び主な事業

2 交通安全対策の推
進

交通事故件数
18件
R3年

1

4 継続
地域・警察と連携した防犯活動事
業

16件 15件 14件 13件

千葉県警察交通事故統計
による１年間（暦年）に町
内で発生した交通事故件
数

1

2 継続

実施計画における事業名

1 防犯対策の推進

犯罪認知件数
79件
R3年

69件

2

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

64件 59件 55件
千葉県警察犯罪統計によ
る１年間（暦年）に町内で
発生した犯罪件数

地域・警察と連携した防犯活動事
業

防犯ボックス事業 防犯ボックス事業

拡充 防犯カメラ設置・管理事業 防犯カメラ設置・管理事業

継続

3

【新規】
犯罪被害者等支援事業

くらし安全課

拡充 防犯灯設置・管理事業 防犯灯設置・管理事業

拡充 交通安全施設整備事業 交通安全施設整備事業 都市建設課
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基本目標４　健康でいきいきと暮らせる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・特定保健指導
・生活習慣病予防講演会
・特定健診フォローアップ個別支援
・健康教育
・歯周病重症化予防

・特定保健指導
・生活習慣病予防講演会
・特定健診フォローアップ個別支援
・健康教育
・歯周病重症化予防

・保健事業委託
（生活習慣病予防事業支援・口腔事
業）

・保健事業委託
（生活習慣病予防事業支援・口腔事
業）

・健康管理システム利用料
・健康管理システム機器使用料
・健康管理システム機器保守使用料
・健康管理システム予防接種事務改
修委託
・健康管理システム歯周疾患健診機
能改修委託

・健康管理システム利用料
・健康管理システム機器使用料
・健康管理システム機器保守使用料

・出張健康相談
・フレイルハイリスク者個別支援
・健診フォローアップ個別支援
・健康状態不明者支援　など

出張健康相談
・フレイルハイリスク者個別支援
・健診フォローアップ個別支援
・健康状態不明者支援　など

・予防接種委託 ・予防接種委託

・予防接種委託 ・予防接種委託

国の方針により6年度で事業終了
（対象者が確認された場合は再検
討）

国の方針により6年度で事業終了
（対象者が確認された場合は再検
討）

・予防接種委託 ・予防接種委託

令和７年４月より町の定期接種の助
成事業

・予防接種の助成

・健康づくり推進員研修、活動
・健康づくり推進協議会開催
・健幸チャレンジ事業制度設計【新
規】

・健康づくり推進員研修、活動
・健康づくり推進協議会開催
・健幸チャレンジ事業

・食育講座
・広報紙における健康レシピ掲載
・ホームページ等食育普及啓発

・食育講座
・広報紙における健康レシピ掲載
・ホームページ等食育普及啓発

・在宅訪問歯科事業委託
・成人歯科健診委託【拡充】
・広報紙等、口腔に関する普及啓発

・在宅訪問歯科事業委託
・成人歯科健診委託
・広報紙等、口腔に関する普及啓発

・既存施設利用の有効性について調
査
・先進地視察

・候補地選定

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

健康介護課

高齢者肺炎球菌ワクチン予防接
種事業

健康介護課

7 地域保健活動拠点づくり事業新規

成人風しん予防接種事業 健康介護課

健康介護課

健康介護課

健康介護課

健康介護課

生活習慣病・重症化予防事業継続1

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

区分

生活習慣病・重症化予防事業
【特別会計】

要介護・要支援認定のな
い７５歳から８４歳以下の
高齢者のうち、新たに健康
状態が把握できた者の割
合

42%

所管

4-1　誰もが健康で元気に暮らせる環境をつくります。

健康介護課

健康介護課

健康介護課

三師会保健委託事業

健康管理システム保守事業

健康介護課

高齢者インフルエンザ予防接種事
業

健康づくり推進事業

食育推進事業

口の機能低下予防事業

地域保健活動拠点づくり事業
【関連施策】3-1-2

口の機能低下予防事業継続

食育推進事業継続5

健康増進事業継続4

6

40%38%35%
－

R3年度
新たに健康状態が把握
できた者の割合

疾病予防の推進1

高齢者の保健事業と介護予防の
一体化事業
【関連施策】4-2-2

高齢者の保健事業と介護予防の
一体化事業

新規2

特定健診受診者のうちメタ
ボリックシンドローム予備
群該当者の割合

11.1%

5.9%6.5%
6.9%

R3年度
6.1%6.3%

新型コロナ予防接種事業

施策
成果指標の説明及び

算出方法

11.3%11.5%11.7%
12.1%

R3年度
メタボリックシンドローム
予備群該当者の割合

特定健診受診者のうち高
血糖値(HbA1c6.5％以上)
に該当する者の割合

高血糖値該当者の割合

健康介護課

【新規】
帯状疱疹ワクチン予防接種事業

健康介護課

3 継続 感染症予防事業
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基本目標４　健康でいきいきと暮らせる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

区分

所管

4-1　誰もが健康で元気に暮らせる環境をつくります。

施策
成果指標の説明及び

算出方法

・がん検診委託 ・がん検診委託

・特定健診委託
・特定健診受診率向上対策事業委託

・特定健診委託
・特定健診受診率向上対策事業委託

・国保人間ドック助成金 ・国保人間ドック助成金

・結核検診委託　など ・結核検診委託　など

・肝炎検診委託　など ・肝炎検診委託　など

・骨粗しょう症検診委託　など ・骨粗しょう症検診委託　など

・後期高齢者健診委託
・後期高齢者短期人間ドック助成金
・後期健康診査受診勧奨委託

・後期高齢者健診委託
・後期高齢者短期人間ドック助成金
・後期健康診査受診勧奨委託

・住民健診委託 ・住民健診委託

・成田市急病診療所運営費負担金
・印旛市郡小児初期急病診療所負担
金

・成田市急病診療所運営費負担金
・印旛市郡小児初期急病診療所負担
金

・誘致診療科目の決定
・成田赤十字病院救命救急病棟建設
（設計・協議）

・医療機関の誘致
・成田赤十字病院救命救急病棟建設
　着工（Ｒ810～R10.10）

・ドナー助成金
・ドナー勤務事業所助成金

・ドナー助成金
・ドナー勤務事業所助成金

・ケア用品助成金 ・ケア用品助成金

骨粗しょう症検診事業

がん検診事業

人間ドック事業

結核検診・肝炎検査事業

特定健康診査事業

健康介護課

健康介護課

健康介護課

健康介護課

健康介護課

健康介護課

健康介護課

がん検診事業

後期高齢者医療事業

休日・夜間急病診療支援事業

医療機関の受診環境整備事業
【関連施策】3-1-2

骨粗しょう症検診事業 健康介護課

人間ドック事業
【特別会計】

結核検診事業

特定健康診査事業
【特別会計】

肝炎検診事業

生活保護世帯住民健康診査事業

健康介護課

3 医療環境の充実

休日・夜間急病診療支援事業継続－ 1

2

1

疾病の早期発見の
推進

１箇所－－－
－

R3年度
不足診療科目の誘致数

医療機関の受診環境整備事業拡充

2

36.6%
26.0％
R3年度

肺がん検診受診率

3

特定健診受診率

対象者数に対する集団検
診および人間ドックでの受
診者数の割合

対象者に対する集団・個
別特定健診、人間ドック、
みなし健診受診の割合

2 継続

継続13.6%13.3%13.0%12.7%
11.9％
R3年度

40.2%38.9%37.6%

【新規】
がん患者アピアランスケア支援事
業

健康介護課

5 継続

健康介護課

健康介護課

継続

4 継続

骨髄等移植ドナー支援事業
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基本目標４　健康でいきいきと暮らせる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・地域包括支援センター及び在宅介
護支援センターの運営

・地域包括支援センター及び在宅介
護支援センターの運営

・地域ケア会議を開催（毎月1回）
・地域課題を抽出

・地域ケア会議を開催（毎月1回）
・地域課題を抽出

・医療機関及び介護事業所等との連
携
・専門職向け研修会の実施

・医療機関及び介護事業所等との連
携
・専門職向け研修会の実施

・情報発信による普及活動
・医療専門職等による講義（栄養、摂
食嚥下、運動等）

・情報発信による普及活動
・医療専門職等による講義（栄養、摂
食嚥下、運動等）

・生活支援コーディネーター機能強
化
・高齢者ニーズとサービスのマッチン
グ

・生活支援コーディネーター機能強
化
・高齢者ニーズとサービスのマッチン
グ

・高齢者世帯へ緊急通報装置の貸与 ・高齢者世帯へ緊急通報装置の貸与

・介護サービスに従事する人材の育
成・確保
・介護職員初任者研修委託

・介護サービスに従事する人材の育
成・確保
・介護職員初任者研修委託

・施設への入所支援
・老人ホーム入所措置委託
・高齢者生活支援ハウス運営事業負
担金

・施設への入所支援
・老人ホーム入所措置委託
・高齢者生活支援ハウス運営事業負
担金

・生活支援型ホームヘルパー派遣事
業委託

・生活支援型ホームヘルパー派遣事
業委託

所管

老人ホーム等施設入所支援事業 健康介護課

健康介護課

4-2 　誰もが生き生きと暮らせるよう地域福祉を推進します

健康介護課

在宅医療・介護連携推進事業
【特別会計】

健康介護課

4 拡充
たべ・たんプロジェクト（食と運動）
事業
[再掲]

たべ・たんプロジェクト（食と運動）
事業
【特別会計】
【関連施策】4-2-2

健康介護課

5 拡充 生活支援体制整備事業
生活支援体制整備事業
【特別会計】

7 継続 介護職員初任者研修事業 介護職員初任者研修事業

18件
個別地域ケア会議におい
て事例検討を行った件数

生活支援型ホームヘルパー派遣
事業

地域包括支援センター事業
【特別会計】

健康介護課

2 継続 地域ケア会議推進事業
地域ケア会議推進事業
【特別会計】

健康介護課

1 継続 地域包括支援センター事業

健康介護課

6 継続 高齢者緊急通報装置貸与事業
高齢者緊急通報装置貸与事業
【特別会計】

健康介護課

3 継続 医療介護連携の推進事業

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

1 地域包括ケアシス
テムの推進

支援検討件数
13件

R3年度
15件 16件 17件
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基本目標４　健康でいきいきと暮らせる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

4-2 　誰もが生き生きと暮らせるよう地域福祉を推進します

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・訪問・通所サービス実施
・審査支払手数料

・訪問・通所サービス実施
・審査支払手数料

・自立した生活を送るためのケアプラ
ン作成

・自立した生活を送るためのケアプラ
ン作成

・基本チェックリストにより高齢者の
実態把握

・基本チェックリストにより高齢者の
実態把握

・出張健康相談
・フレイルハイリスク者個別支援
・健診フォローアップ個別支援
・健康状態不明者支援　など

・出張健康相談
・フレイルハイリスク者個別支援
・健診フォローアップ個別支援
・健康状態不明者支援　など

・ポスター、チラシ等による情報発信
・医療専門職等による講義（栄養、摂
食嚥下、運動等）

・ポスター、チラシ等による情報発信
・医療専門職等による講義（栄養、摂
食嚥下、運動等）

・健康な身体づくりとボランティアの育成
・新たな通いの場の創出及び運営サ
ポート
・地域介護予防団体支援

・健康な身体づくりとボランティアの育成
・新たな通いの場の創出及び運営サ
ポート
・地域介護予防団体支援

・ケアマネ等介護事業者向けリハビリ
研修
・住宅改修に関するアドバイス
・地域ケア会議でのアドバイス

・ケアマネ等介護事業者向けリハビリ
研修
・住宅改修に関するアドバイス
・地域ケア会議でのアドバイス

・老人クラブの活動に対する運営補
助など

・老人クラブの活動に対する運営補
助など

・栄町シルバー人材センター運営補
助金（国の補助基準に基づき補助金
を交付）

・栄町シルバー人材センター運営補
助金（国の補助基準に基づき補助金
を交付）

・いきいき広場等の実施
・どらむ君健康づくり体操の実施

・いきいき広場等の実施
・どらむ君健康づくり体操の実施

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

介護予防普及啓発事業
【特別会計】

健康介護課

3 拡充
たべ・たんプロジェクト（食と運動）
事業

たべ・たんプロジェクト（食と運動）
事業
【特別会計】
【関連施策】4-2-1

健康介護課

4 拡充 地域介護予防活動の支援事業

地域介護予防活動支援事業
【特別会計】

健康介護課

介護予防ケアマネジメント事業
【特別会計】

健康介護課

介護予防把握事業
【特別会計】

地域リハビリテーション活動支援
事業
【特別会計】

健康介護課

5 継続 高齢者の生きがいづくり支援事業

老人クラブ運営支援事業 福祉・子ども課

シルバー人材センター運営支援
事業

福祉・子ども課

健康寿命年齢

男性
80.6歳
女性

84.0歳
R3年度

男性　80.7
歳

女性　84.2
歳

男性　80.8
歳

女性　84.2
歳

男性　80.9
歳

女性　84.3
歳

男性　81.0
歳

女性　84.4
歳

95.7% 95.7% 95.7%

健康介護課

2 新規
高齢者の保健事業と介護予防の
一体化事業
【再掲】

高齢者の保健事業と介護予防の
一体化事業
【関連施策】4-1-1

健康介護課

介護予防・生活支援サービス事業

介護予防・生活支援サービス事業
【特別会計】

健康介護課

2 介護予防・重度化
防止の推進

要介護・要支援認定抑
制率

95.7%
R3年度

95.7%

介護保険事業計画におけ
る要介護・要支援推計認
定率に対する実績認定率
の割合

1 継続平均寿命から「要介護２以
上」の期間を除いた年齢

【拡充】
地方創生推進事業
【関連施策】5-1-5、5-2-4、5-3-
3、6-1-3、8-1-3、8-4-2

総務政策課
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基本目標４　健康でいきいきと暮らせる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

4-2 　誰もが生き生きと暮らせるよう地域福祉を推進します

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・認知症高齢者の早期診断・早期対
応

・認知症高齢者の早期診断・早期対
応

・認知症やその家族を支援する「認
知症サポーター」の養成
・ボランティアの育成

・認知症やその家族を支援する「認
知症サポーター」の養成
・ボランティアの育成

・認知症ケアパスの普及
・認知症カフェの活動支援、認知症
への理解の普及

・認知症ケアパスの普及
・認知症カフェの活動支援、認知症
への理解の普及

・ＳＯＳネットワーク等による徘徊高齢
者の早期発見
・高齢者を地域で見守る体制の構築

・ＳＯＳネットワーク等による徘徊高齢
者の早期発見
・高齢者を地域で見守る体制の構築

・障害者総合支援法に基づく障害福
祉サービスの提供
・その他の障害福祉サービスの提供
（地域生活支援事業など）

・障害者総合支援法に基づく障害福
祉サービスの提供
・その他の障害福祉サービスの提供
（地域生活支援事業など）

・グループホーム運営費補助
・グループホーム等入居者家賃助成

・グループホーム運営費補助
・グループホーム等入居者家賃助成

・在宅重度知的障害者福祉手当等の
支給

・在宅重度知的障害者福祉手当等の
支給

・相談支援体制の整備
・障害者相談員の活動支援

・相談支援体制の整備
・障害者相談員の活動支援

・日常生活用具の給付
・身体障害者等補装具給付費
・軽度・中度難聴児補聴器購入費助
成金

・日常生活用具の給付
・身体障害者等補装具給付費
・軽度・中度難聴児補聴器購入費助
成金

・重度心身障害者（児）に対する医療
費助成

・重度心身障害者（児）に対する医療
費助成

・特定疾患見舞金の支給 ・特定疾患見舞金の支給

・障害者に対する通所交通費助成
・障害者の就労支援（駅前清掃委託）

・障害者に対する通所交通費助成
・障害者の就労支援（駅前清掃委託）5 継続 障がい者就労支援事業 障がい者就労支援事業 福祉・子ども課

4 継続
重度心身障がい者（児）医療費助
成事業

重度心身障がい者（児）医療費助
成事業

福祉・子ども課

特定疾患見舞金支給事業 福祉・子ども課

グループホーム助成事業 福祉・子ども課

障がい者（児）福祉手当支給事業 福祉・子ども課

2 継続 障がい者の相談支援事業 障がい者の相談支援事業 福祉・子ども課

障がい福祉サービス提供事業

障がい福祉サービス提供事業 福祉・子ども課
一般相談及び基幹相談支
援センター等の延べ相談
件数

1 継続
就労支援サービス等を利
用して一般就労した障が
い者数

3 継続 生活支援用具給付事業 生活支援用具給付事業 福祉・子ども課

4 障がい者支援の充
実

障がい者相談件数
3,549件
R3年度

3,600件

4 継続 認知症高齢者等見守り事業

一般就労移行人数
1人

R3年度
2人 2人 2人 2人

3,630件 3,660件 3,690件

「認ともの会」に登録した
サポーターのうち、認知症
カフェの運営ボランティア
に参加した者の割合

100％ 100％

認知症初期集中支援チー
ムで支援を行った結果、
医療や介護サービスを利
用するようになった者の割
合

1 継続 認知症初期集中支援推進事業

認知症高齢者見守り事業
【特別会計】

健康介護課

2 拡充
認知症サポーター養成・活動促進
事業

認知症サポーター養成・活動促進
事業
【特別会計】

健康介護課

3 継続 認知症地域支援事業
認知症地域支援事業
【特別会計】

健康介護課

45％ 50％

3 認知症対策の推進

認知症初期集中支援率
100％

R3年度
100％ 100％

認知症初期集中支援推進事業
【特別会計】

健康介護課

認知症カフェボランティア
参加率

30％
R3年度

35％ 40％
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基本目標４　健康でいきいきと暮らせる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

4-2 　誰もが生き生きと暮らせるよう地域福祉を推進します

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・ゲートキーパー養成講座の実施
・自殺予防等に関する普及啓発
・自殺対策及び引きこもり支援に関
する事業の実施

・自殺予防等に関する普及啓発
・自殺対策及び引きこもり支援に関
する事業の実施

・アンケート調査の実施
・障害者施策推進審議会委員報酬
・障害者自立支援協議会委員謝礼
・ボッチャ大会の実施

・計画書作成
・障害者施策推進審議会委員報酬
・障害者自立支援協議会委員謝礼
・ボッチャ大会の実施

・医療的ケア児支援に関する検討 ・医療的ケア児支援に関する検討

・栄町社会福祉協議会の運営費及び
実施事業に対する補助金の交付

・栄町社会福祉協議会の運営費及び
実施事業に対する補助金の交付

・地域福祉計画点検評価（3回実施）
・地域福祉計画策定委員謝礼

・地域福祉計画点検評価（3回実施）
・地域福祉計画策定委員謝礼

・民生委員推薦会委員報酬
・民生委員活動費
・民生・児童委員協議会補助金

・民生委員活動費
・民生・児童委員協議会補助金

・福祉タクシー利用助成
（移動困難な高齢者や障がい者等に
対し福祉タクシー券を交付）

・福祉タクシー利用助成
（移動困難な高齢者や障がい者等に
対し福祉タクシー券を交付）

・生活困窮出張相談（毎月第２第４金
曜日）
・生活保護相談に対し関係機関と連
携した支援の実施

・生活困窮出張相談（毎月第２第４金
曜日）
・生活保護相談に対し関係機関と連
携した支援の実施

・栄町保護司会及び栄町更生保護女
性会等の活動に対し補助

・栄町保護司会及び栄町更生保護女
性会等の活動に対し補助

・成年後見人等に対する報酬助成
・成年後見町長申立

・成年後見人等に対する報酬助成
・成年後見町長申立

・成年後見人等に対する報酬助成
・成年後見町長申立

・成年後見人等に対する報酬助成
・成年後見町長申立

・自然災害により被害を受けた住民
に対する災害見舞金の支給

・自然災害により被害を受けた住民
に対する災害見舞金の支給

・栄町遺族会が実施する擁護事業に
対する補助
・慰霊碑倒壊防止工事（1基）

・栄町遺族会が実施する擁護事業に
対する補助
・慰霊碑倒壊防止工事（２基）

・身元不明者死亡人葬祭実施
・行旅病人死亡人への援護

・身元不明者死亡人葬祭実施
・行旅病人死亡人への援護

6 継続

福祉・子ども課

3 福祉・子ども課

1 継続

継続
民生委員・児童委員活動支援事
業

民生委員・児童委員活動支援事
業

福祉・子ども課

福祉・子ども課

行旅病人死亡人援護事業

4 継続 福祉タクシー利用助成事業 福祉タクシー利用助成事業

【拡充】
戦没者・戦傷病者等の遺族援護
事業

福祉・子ども課

成年後見制度利用促進事業
（障がい者福祉）

福祉・子ども課

5 継続 生活困窮者相談推進事業

福祉・子ども課

更生保護活動の推進事業 更生保護活動の推進事業

5 地域福祉活動の充
実

生活困窮・生活保護相
談の支援率

100％
R3年度

100％

7 継続 障がい者計画等策定事業 障がい者計画等策定事業

社会福祉協議会連携事業 社会福祉協議会連携事業

8 継続 医療的ケア児の支援充実事業 医療的ケア児の支援充実事業

2 拡充 地域福祉計画策定事業 地域福祉計画策定事業

100％ 100％ 100％

生活困窮や生活保護の相
談から生活保護の申請を
行うなど、具体的な支援が
行われた割合

6 継続 心の相談事業 心の相談事業 福祉・子ども課

福祉・子ども課

成年後見制度利用促進事業
（高齢者福祉）
【特別会計】

健康介護課

成年後見制度利用促進事業拡充7

災害弔慰金等災害支援事業 福祉・子ども課

福祉・子ども課

福祉・子ども課

生活困窮者相談推進事業 福祉・子ども課

4 障がい者支援の充
実
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基本目標４　健康でいきいきと暮らせる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・特別会計への保険基盤安定繰出
金、国保特別会計事務費操出金、財
政安定化支援事業操出金などの繰
出し

・特別会計への保険基盤安定繰出
金、国保特別会計事務費操出金、財
政安定化支援事業操出金などの繰
出し

・一般会計繰出金
　特定健康診査等負担金分など

・一般会計繰出金
　特定健康診査等負担金分など

・療養給付費の支払い
、高額療養費、療養費などの給付

・療養給付費の支払い
、高額療養費、療養費などの給付

・県に対する国保事業費納付金の支
払い

・県に対する国保事業費納付金の支
払い

・国保連合会へのレセプト電算処理
委託
・レセプト点検
・ジェネリック医薬品差額通知など

・国保連合会へのレセプト電算処理
委託
・レセプト点検
・ジェネリック医薬品差額通知など

・国保資格得喪管理
・被保険者証等の交付
・国保連合会への負担金の支払いな
ど

・国保資格得喪管理
・被保険者証等の交付
・国保連合会への負担金の支払いな
ど

・データヘルス計画進捗管理 ・データヘルス計画進捗管理

・コールセンターの運営
・督促状の送付など

・コールセンターの運営
・督促状の送付など

・国保税の賦課徴収
・国保税の過年度還付など

・国保税の賦課徴収
・国保税の過年度還付など

・広域連合に対する広域連合負担金
と医療給付費負担金の支払い
・特別会計への保険基盤安定繰出金
と事務費操出金の繰出し

・広域連合に対する広域連合負担金
と医療給付費負担金の支払い
・特別会計への保険基盤安定繰出金
と事務費操出金の繰出し

・資格確認書等の交付 ・資格確認書等の交付

・後期高齢者医療保険料の賦課徴収
・後期高齢者医療保険料の過年度還
付など

・後期高齢者医療保険料の賦課徴収
・後期高齢者医療保険料の過年度還
付など

・広域連合に対する保険料負担金の
支払い

・広域連合に対する保険料負担金の
支払い

所管

後期高齢者医療制度適正執行事
業

住民課

後期高齢者医療資格管理事業
【特別会計】

住民課

住民課

4-3 　社会保障制度の適正かつ健全な運営に努めます

後期高齢者医療保険料賦課徴収
事業
【特別会計】

医療費等保険給付事業
【特別会計】

住民課

国民健康保険資格管理事業
【特別会計】

住民課

国保データヘルス計画策定事業
【特別会計】

住民課

健康介護課

2 継続
国民健康保険税収納対策推進事
業

国民健康保険税収納率向上事業
【特別会計】

住民課

国民健康保険税賦課徴収事業
【特別会計】

住民課

後期高齢者医療保険料納付事業
【特別会計】

住民課

3 継続
後期高齢者医療制度適正執行事
業

住民課

所得割
10.2%

均等割
43,000円
平等割

27,000円

所得割
10.2%

均等割
43,000円
平等割

27,000円

所得割
10.2%

均等割
43,000円
平等割

27,000円

所得割
10.2%

均等割
43,000円
平等割

27,000円

国民健康保険税基礎課税
額、後期高齢者支援金等
課税額及び介護納付金課
税額の合計税率

国民健康保険税の収納
率

現年分
95.94%
過年分
11.52%
R3年度

現年分
96.04％
過年分
11.62％

現年分
96.09％
過年分
11.72％

現年分
96.14％
過年分
11.82％

現年分
96.19％
過年分
11.92％

-

住民課

県国保事業費納付金支払事業
【特別会計】

住民課

医療給付費適正化事業
【特別会計】

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

1 国民健康保険会計
等の健全運営の推
進

国民健康保険税の水準

所得割
10.2%

均等割
43,000円
平等割

27,000円
R3年度 国民健康保険会計健全運営推進

事業

1 継続
国民健康保険会計健全運営推進
事業
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基本目標４　健康でいきいきと暮らせる元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

4-3 　社会保障制度の適正かつ健全な運営に努めます

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・今期事業計画進捗管理
・アンケートの実施（第10期）

・今期事業計画進捗管理	
・次期事業計画策定（第10期）
・推進協議会３回開催							

・ケアプラン点検
・住宅改修等の点検
・縦覧点検・医療情報との突合
・医療情報との突合など

・ケアプラン点検
・住宅改修等の点検
・縦覧点検・医療情報との突合
・医療情報との突合など

・委託による認定調査の事後点検
・認定調査員能力向上
・認定調査体制の整備

・委託による認定調査の事後点検
・認定調査員能力向上
・認定調査体制の整備

・滞納者への納付勧奨
・介護保険制度の趣旨普及

・滞納者への納付勧奨
・介護保険制度の趣旨普及

・介護保険特別会計繰出金など ・介護保険特別会計繰出金など

・スキル向上研修会の開催（年１回開
催）

・スキル向上研修会の開催（年１回開
催）

・介護保険に関する各種申請受付
・介護保険被保険者資格管理
　など

・介護保険に関する各種申請受付
・介護保険被保険者資格管理
　など

・介護相談員の登録（期間２年）
・介護相談員連絡協議会の開催
・相談活動の実施（町内介護サービ
ス事業所に訪問）　など

・介護相談員連絡協議会の開催
・相談活動の実施（町内介護サービ
ス事業所に訪問）　など

・介護保険に関する各種申請受付
・介護保険被保険者資格管理
　など

・介護保険に関する各種申請受付
・介護保険被保険者資格管理
　など

・介護費保険給付にかかる一般事務 ・介護費保険給付にかかる一般事務

・介護保険料賦課決定業務
・保険料収納業務
・未納者への徴収事務

・介護保険料賦課決定業務
・保険料収納業務
・未納者への徴収事務

・介護保険制度の周知 ・介護保険制度の周知

・千葉県国民健康保険団体連合会負
担金
・介護保険償還払い　　など

・千葉県国民健康保険団体連合会負
担金
・介護保険償還払い　　など

・国民年金窓口事務の処理など ・国民年金窓口事務の処理など
0件

健康介護課

0件

介護保険料賦課徴収事業
【特別会計】

健康介護課

1 継続

2 継続0件 0件 -

現年分
99.79%
過年分
19.61%

現年分
99.82%
過年分
19.64%

-

介護給付費適正化事業

要介護・要支援認定事業

国民年金制度に関する不
十分な説明に起因する苦
情等の件数

要介護・要支援認定事業
【特別会計】

介護保険制度普及事業
【特別会計】

4 継続

介護相談員派遣事業
【特別会計】

健康介護課

 介護保険料事務事業
【特別会計】

健康介護課

介護保険給付事業
【特別会計】

健康介護課

健康介護課

健康介護課

健康介護課

国民年金窓口事務適正処理等推
進事業

住民課0件 0件 1 継続
国民年金窓口事務適正処理等推
進事業

要介護・要支援認定事業
【特別会計】

健康介護課

3 国民年金事務の適
正処理等

国民年金制度に関する
苦情等の件数

健康介護課

介護保険給付事業
【特別会計】

0件
R3年度

介護支援専門員スキル向上事業
【特別会計】

健康介護課

介護保険繰出金事業

介護保険事業計画策定事業
【特別会計】

介護保険料収納対策推進事業
介護保険料収納対策推進事業
【特別会計】

3 継続

介護給付費適正化事業
【特別会計】

健康介護課

健康介護課

介護認定に対する不服
申立件数

0件
R3年度

0件 0件

介護保険事業計画策定事業

2 介護保険会計の健
全運営の推進

介護保険料の収納率

現年分
99.70%
過年分
19.52%
R3年度

現年分
99.73%
過年分
19.55%

現年分
99.76%
過年分
19.58%
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基本目標５　産業が活性化し賑わいのある元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・消耗品費
・排水路整備工事
・土地改良事業補助金
・農地中間管理機構関連農地整備事業負
担金
・基幹水利施設ストックマネジメント事業負
担金
・防災施設ストックマネジメント事業負担金
・土地改良区電気料金助成金

・消耗品費
・排水路整備工事
・土地改良事業補助金
・農地中間管理機構関連農地整備事業負
担金
・基幹水利施設ストックマネジメント事業負
担金
・防災施設ストックマネジメント事業負担金
・土地改良区電気料金助成金

・押付地区集積集団化等促進基盤整備計
画書作成委託
・県営かんがい・ほ場整備事業補助金

・押付地区集積集団化等促進基盤整備計
画書作成委託
・県営かんがい・ほ場整備事業補助金

・計画策定 ・進行管理

・農業経営体の申請による先進的農
業、担い手支援の取組等の支援
（強い農業・担い手づくり総合支援事
業補助金　等活用）

・農業経営体の申請による先進的農
業、担い手支援の取組等の支援
（強い農業・担い手づくり総合支援事
業補助金　等活用）

・遊休農地の定期的な調査、指導
・補助事業等を活用した遊休農地の
利用の促進

・遊休農地の定期的な調査、指導
・補助事業等を活用した遊休農地の
利用の促進

・印旛沼開発施設緊急改築事業負担
金
・大竹排水機場負担金など

・竜台川排水機場負担金
・大竹排水機場負担金など

・農地再生協議会補助金
・印旛地域農林業振興普及協議会負
担金など

・農地再生協議会補助金
・印旛地域農林業振興普及協議会負
担金など

・水稲病害虫ヘリコプター防除事業補
助金
・印旛地区植物防疫協会負担金

・水稲病害虫ヘリコプター防除事業補
助金
・印旛地区植物防疫協会負担金

・農業ふれあいセンター管理委託
・ドラムふれあい農園土地借上料な
ど

・農業ふれあいセンター管理委託
・ドラムふれあい農園土地借上料な
ど

・事業実施主体の把握 ・事業実施主体の把握

・森林クラウド使用料など ・予防伐採委託
・森林クラウド使用料など

・県畜産会負担金 ・県畜産会負担金

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

所管

森林保全事業 経済環境課

畜産振興事業 経済環境課

市民農園等運営事業 経済環境課

ちばの園芸次世代産地整備支援
事業

経済環境課

水田の有効活用事業 経済環境課

水稲病害虫防除事業 経済環境課

経済環境課

経済環境課

4 継続 生産性向上設備導入支援事業 生産性向上設備導入支援事業 経済環境課

土地改良事業負担金事業 経済環境課

3 拡充 農業振興地域整備計画策定事業 農業振興地域整備計画策定事業

5 継続 遊休農地活用促進事業 遊休農地活用促進事業

管内の農地面積1,420ha
のうち農地集積された面
積の割合（累計）

1 拡充 土地改良施設等整備推進事業

2 拡充 飼料用米等拡大事業 飼料用米等拡大事業 経済環境課

1 生産性の向上の推
進

農地の集積率
34.4％
R3年度

36％ 37％

5-1 　魅力ある元気な農業の振興を推進します

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

土地改良施設等整備事業 経済環境課

遊休農地の解消面積
1.1ha

R3年度
1.2ha 1.3ha 1.4ha 1.5ha 毎年度の解消面積

48％ 51％
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基本目標５　産業が活性化し賑わいのある元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

所管

5-1 　魅力ある元気な農業の振興を推進します

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・地域計画の目標地図をもとに、効率
的に農作業が実施できるように農地
の集約を目指す。

・地域計画の目標地図をもとに、効率
的に農作業が実施できるように農地
の集約を目指す。

・農業経営の改善を計画的に進めよ
うとする認定農業者や認定新規就農
者に対する総合的なアドバイス
・基盤強化促進協議会

・農業経営の改善を計画的に進めよ
うとする認定農業者や認定新規就農
者に対する総合的なアドバイス
・基盤強化促進協議会

・新規就農者の掘り起こし
・認定新規就農者への誘導
（農業次世代人材設備資金支援制度
交付金活用）

・新規就農者の掘り起こし
・認定新規就農者への誘導
（農業次世代人材設備資金支援制度
交付金活用）

・スーパーL資金や青年等就農資金
の斡旋
・農業次世代人材投資資金（経営開
始型）

・スーパーL資金や青年等就農資金
の斡旋
・農業次世代人材投資資金（経営開
始型）

・制度設計 ・市民農園備品購入

・農地中間管理機構負担金
・管理用パソコン借上料など

・農地中間管理機構負担金
・管理用パソコン借上料など

・強い農業・担い手づくり総合支援事
業補助金
・農業経営基盤強化利子補給

・強い農業・担い手づくり総合支援事
業補助金
・農業経営基盤強化利子補給

・有害鳥獣駆除委託
・園芸用廃プラスチック処理対策事業
補助金など

・有害鳥獣駆除委託
・園芸用廃プラスチック処理対策事業
補助金など

・特産品ＰＲ費用 ・特産品ＰＲ費用

・ブランド化推進に関する講師謝礼
・食味コンテストの開催
・栄町産ネギのブランド化に向けた支
援

・ブランド化推進に関する講師謝礼
・食味コンテストの開催
・栄町産ネギのブランド化に向けた支
援

・農産物直売者の支援
・地場農産物等の町内事業所などで
の利用促進（龍の産直館での販売
等）
・地場農産物等の地元での消費拡大

・農産物直売者の支援
・地場農産物等の町内事業所などで
の利用促進（龍の産直館での販売
等）
・地場農産物等の地元での消費拡大

・「黒豆街道」オーナー制利用者交通
整理委託

・「黒豆街道」オーナー制利用者交通
整理委託

・特産品栽培強化奨励金 ・特産品栽培強化奨励金

12ha 13ha 14ha

5 拡充 特産品栽培強化事業
特産品栽培強化事業
【関連施策】5-1-5

経済環境課

- 4 継続
どらまめを活用した地域経済活性
化事業

どらまめを活用した地域経済活性
化事業
【関連施策】5-1-5

経済環境課

地産地消の促進事業
地産地消の促進事業
【関連施策】5-1-5

経済環境課
米、どらまめ、イチゴ等の
６次産業化・農商工連携に
よる加工品の延べ数

3 継続６次産業化品目数
20品

Ｒ3年度
21品 22品 23品 24品

農産物ブランド化事業
農産物ブランド化推進事業
【関連施策】5-1-5

経済環境課

特産品の６次産業化推進事業
特産品の６次産業化推進事業
【関連施策】5-1-5

経済環境課
水稲、どらまめ、イチゴの
出荷額及び直売所の販売
額

1 拡充

32人 34人 36人

1,231
百万円

1,344
百万円

1,411
百万円

千葉県産地パワーアップ
推進品目（７品目）+どらま
め、イチゴ、花卉の計１０
品目の栽培に取り組む認
定農業者及び認定新規就
農者の延べ人数

2 継続

3 農産物の高収益化
の推進

農作物の出荷額
1,219

百万円
Ｒ3年度

1,280
百万円

高収益作物の栽培に取
り組んでいる農業者数

28人
Ｒ3年度

30人

どらまめの生産面積
10ha

Ｒ3年度
11ha

認定農業者育成事業 経済環境課

農業生産安定支援事業 経済環境課

農地中間管理事業 経済環境課

4 継続 担い手育成事業 担い手育成事業 経済環境課

移住者農業体験環境整備事業
【関連施策】1-3-1

経済環境課

3 継続 新規就農者育成事業 新規就農者育成事業 経済環境課

農業経営基盤強化事業 農業経営基盤強化事業 経済環境課

担い手への農地利用集積事業 担い手への農地利用集積事業 経済環境課

地域での話合いにより⽬

指すべき将来の農地利⽤
の姿を明確化する地域計
画を策定する数

1 継続

50
経営体

50
経営体

50
経営体

6箇所 2箇所 4箇所

認定新規就農者数、認定
農業者数、集落営農数、
農業経営を行う法人数、
基本構想水準到達者数
（累計）

2 継続

2 農業の担い手など
の確保

地域計画の策定数
4箇所

Ｒ3年度
0箇所

農業経営体数
50

経営体
Ｒ3年度

50
経営体
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基本目標５　産業が活性化し賑わいのある元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

所管

5-1 　魅力ある元気な農業の振興を推進します

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・環境保全型農業直接支払交付金 ・環境保全型農業直接支払交付金

・協定農用地及び対象施設の確認事
務委託
・多面的機能支払交付金

・協定農用地及び対象施設の確認事
務委託
・多面的機能支払交付金

・放射能測定機器保守点検委託
・サンプリング検査用消耗品

・放射能測定機器保守点検委託
・サンプリング検査用消耗品

・改築に向けた実施設計 ・改修工事、関連委託等
・オープニングイベント
・ドラムの里運営支援　など

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・特産品ＰＲ費用 ・特産品ＰＲ費用

・ブランド化推進に関する講師謝礼
・手数料

・ブランド化推進に関する講師謝礼
・手数料

・農産物直売者の支援
・地場農産物等の町内事業所などで
の利用促進
・地場農産物等の地元での消費拡大

・農産物直売者の支援
・地場農産物等の町内事業所などで
の利用促進
・地場農産物等の地元での消費拡大

・「黒豆街道」オーナー制利用者交通
整理委託

・「黒豆街道」オーナー制利用者交通
整理委託

・栽培講習会講師謝礼
・特産品栽培強化奨励金

・栽培講習会講師謝礼
・特産品栽培強化奨励金

5 継続
どらまめを活用した地域経済活性
化事業【再掲】

どらまめを活用した地域経済活性
化事業
【関連施策】5-1-3

経済環境課

6 拡充
特産品栽培強化事業
【再掲】

特産品栽培強化事業
【関連施策】5-1-3

経済環境課

3 継続
農産物ブランド化事業
【再掲】

農産物ブランド化推進事業
【関連施策】5-1-3

経済環境課

4 継続 地産地消の促進事業【再掲】
地産地消の促進事業
【関連施策】5-1-3

経済環境課

2 拡充
特産品の６次産業化推進事業
【再掲】

特産品の６次産業化推進事業
【関連施策】5-1-3

経済環境課

100人 110人 120人 農業者の登録者数(累計)

【拡充】
地方創生推進事業
【関連施策】4-2-2、5-2-4、5-3-
3、6-1-3、8-1-3、8-4-2

総務政策課

ドラムの里活性化事業
【再掲】

新規1

安全安心農産物促進事業 経済環境課

5 ドラムの里を活用し
た農業振興の推進

物産館への出品者登録
数

60人
Ｒ3年度

80人
ドラムの里活性化事業
【関連施策】5-2-4、5-3-3

経済環境課

4 環境保全型農業の
推進

環境負荷軽減取り組み
農業者数

６人
Ｒ３年度

７人

多面的機能支払制度活
用組織数

８組織
Ｒ３年度

８組織 農地多面的機能交付金事業 農地多面的機能交付金事業 経済環境課

有機農業支援事業 有機農業支援事業 経済環境課
ちばエコ、有機JASの取組
に関する認証を受けた農
業者数

1 継続

９組織 ９組織 ９組織

８人 ９人 １０人

- 2 継続
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基本目標５　産業が活性化し賑わいのある元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

1

・経営改善普及事業補助金
・地域総合振興事業補助金
・街路灯維持管理事業補助金

・経営改善普及事業補助金
・地域総合振興事業補助金
・街路灯維持管理事業補助金

金融機関と連携し融資金の利息の一
部を補助し中小企業者の事業を支援
する
・中小企業資金融資利子補給金

金融機関と連携し融資金の利息の一
部を補助し中小企業者の事業を支援
する
・中小企業資金融資利子補給金

中小企業資金融資支援事業を実行
するため、金融機関への融資預託
・中小企業資金融資預託金

中小企業資金融資支援事業を実行
するた、の金融機関への融資預託
・中小企業資金融資預託金

先端設備導入制度を活用する企業
への支援
・先端設備導入支援

先端設備導入制度を活用する企業
への支援
・先端設備導入支援

町内で創業しようとする新規事業者
への支援補助金の交付
・創業支援補助金

町内で創業しようとする新規事業者
への支援補助金の交付
・創業支援補助金

町内で創業しようとする新規事業者
へ商工会と連携した支援
・創業セミナーの開催
・創業相談窓口の開設など

町内で創業しようとする新規事業者
へ商工会と連携した支援
・創業セミナーの開催
・創業相談窓口の開設など

・中小企業や個人事業主の継続経営
に対する商工会と連携した支援
・制度検討

・中小企業や個人事業主の継続経営
に対する商工会と連携した支援
・制度設計

・イベント広場活用の推進 ・イベント広場活用の推進

移動販売事業者と連携した事業PR
支援
・移動販売事業者の拡大促進

移動販売事業者と連携した事業PR
支援
・移動販売事業者の拡大促進

・補助金制度設計

・改築に向けた実施設計 ・改修工事、関連委託等
・オープニングイベント
・ドラムの里運営支援　など

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・補助金制度設計

【拡充】
地方創生推進事業
【関連施策】4-2-2、5-1-5、5-3-
3、6-1-3、8-1-3、8-4-2

総務政策課

ドラムの里活性化事業
【再掲】

創業支援補助事業 経済環境課

経済環境課

経済環境課

2 新規
農商工連携促進事業
【再掲】

農商工連携促進事業
【関連施策】5-2-3

経済環境課

経済環境課

経済環境課

2

経済環境課

経済環境課

2 新規 買い物支援事業 買い物支援事業 経済環境課

3

新規1

4 ドラムの里を活用し
た商業振興の推進

物産館への出品者登録
数

11人
Ｒ3年度

15人 20人

3 まちなか商店の活
性化の推進

買い物支援者数
6,300人
R3年度

6,300人 6,500人

2 創業・起業・事業継
承の支援

2件1件

事業拡大・業種転換事業
者数

0社
Ｒ3年度

１社 １社

創業支援補助金制度利
用件数

29百万円

イベント広場の活用事業

ドラムの里活性化事業
【関連施策】5-1-5、5-3-3

農商工連携促進事業
【関連施策】5-2-4

創業・起業等の相談充実事業

継続 がんばる商店応援補助事業 がんばる商店応援補助事業

25人 30人 商業者の登録者数（累計）

6,600人 6,700人
移動販売車を利用した人
数

1 新規 イベント広場の活用事業

新規 農商工連携促進事業

5-2 　活力と賑わいのある商業の振興を推進します

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

商工会活動支援事業

中小企業資金融資支援事業

町内中小企業の法人町民
税税収額（現年課税額）
※矢口工業団地内企業は
除く

商工会活動支援事業継続1

中小企業資金融資支援事業2 継続

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

法人町民税額

中小企業資金融資預託支援事業 経済環境課

経済環境課

経済環境課

所管

中小企業の経営基
盤強化の支援

32百万円

1 拡充 起業・創業支援事業

継続3 中小企業の生産性向上支援事業

31百万円30百万円
27百万円
Ｒ３年度

１社 １社
がんばる事業者応援補助
金活用件数

3件 4件
栄町創業支援補助金制度
の申請延べ件数

１件
Ｒ3年度

中小企業の生産性向上支援事業
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基本目標５　産業が活性化し賑わいのある元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・観光資源の調査・分析、基礎データ
の収集

産業PRイベントの開催
・リバーサイドフェスティバル事業
・酉市事業

産業PRイベントの開催
・リバーサイドフェスティバル事業
・酉市事業

各種イベントや観光関係団体との連
携、各種メディアを活用した観光PR
・プロモーション用経費
・ドラム着ぐるみ作成
・各種負担金など

各種イベントや観光関係団体との連
携、各種メディアを活用した観光PR
・プロモーション用経費
・各種負担金など

・観光案内板撤去、改修、設置
※事業費は観光プロモーション事業
に計上

・観光案内板撤去、改修、設置
※事業費は観光プロモーション事業
に計上

・岩屋古墳、龍角寺古墳群等文化財
のガイドの実施
・文化財等のＰＲ、情報発信など

・岩屋古墳、龍角寺古墳群等文化財
のガイドの実施
・文化財等のＰＲ、情報発信など

観光に寄与する事業を行なう団体等
を支援する補助事業
・観光振興団体への補助金

協働パートナーとの連携推進事業と
統合
【施策：７-１-１】

栄町の玄関口である駅前に年間を通
して花の咲く景観を整備
・花壇用花の購入

栄町の玄関口である駅前に年間を通
して花の咲く景観を整備
・花壇用花の購入

・首都圏自然歩道管理委託
・観光案内板撤去

・首都圏自然歩道管理委託
・観光案内板撤去

所管

継続

駅前花壇整備事業 経済環境課

5 新規 文化財を活用した誘客事業 文化財を活用した誘客事業 生涯学習課

観光振興補助事業 経済環境課

5-3 　地域資源を活かした観光の振興を推進します

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

観光基本計画策定事業 経済環境課

イベント入込数
83千人

Ｒ元年度
83千人 86千人 90千人 94千人

町内のイベントでの来場者
数
（さくらまつり、リバーサイド
フェスティバル、産業まつ
り、酉の市、リバーサイドマ
ラソン）

480千人 500千人
千葉県観光入込調査によ
る年間観光入込客数

1 継続 観光基本計画策定事業

2

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

1 観光資源やイベン
トを活用した交流
人口の増加

観光客総入込数
418千人
Ｒ元年度

450千人 460千人

継続 産業活性化イベント事業 産業活性化イベント事業 経済環境課

3 拡充 観光プロモーション推進事業
【拡充】
観光プロモーション推進事業

経済環境課

4 観光案内看板等整備事業 観光案内板等整備事業 経済環境課

その他観光振興事業 経済環境課
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基本目標５　産業が活性化し賑わいのある元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

5-3 　地域資源を活かした観光の振興を推進します

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

2

・ＳＮＳや各種情報サイトなどによる
情報発信

・ＳＮＳや各種情報サイトなどによる
情報発信

房総のむらとの連携によりドラムの里
エリアへの集客を高める
・浴衣まつり
・さくらまつり
・ドラムの里感謝祭

房総のむらとの連携によりドラムの里
エリアへの集客を高める
・浴衣まつり
・さくらまつり
・ドラムの里感謝祭

・誘致活動 ・誘致活動

外国人観光客に対し、ドラムの里で
日本文化の体験を提供する
・忍者体験、茶道体験事業
（講師謝礼、消耗品など）

外国人観光客に対し、ドラムの里で
日本文化の体験を提供する
・忍者体験、茶道体験事業
（講師謝礼、消耗品など）

・施設の維持管理経費（委託、光熱
水費、修繕、消耗品など）
・施設利用促進に係る消耗品など

まちづくり会社へ運営移管

・改築に向けた実施設計 ・改修工事、関連委託等
・オープニングイベント
・ドラムの里運営支援　など

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

房総のむらとの連携によりドラムの里
エリアへの集客を高める
・浴衣まつり
・さくらまつり
・ドラムの里感謝祭

房総のむらとの連携によりドラムの里
エリアへの集客を高める
・浴衣まつり
・さくらまつり
・ドラムの里感謝祭

・誘致活動 ・誘致活動

外国人観光客に対し、ドラムの里で
日本文化の体験を提供する
・忍者体験、茶道体験事業
（講師謝礼、消耗品など）

外国人観光客に対し、ドラムの里で
日本文化の体験を提供する
・忍者体験、茶道体験事業
（講師謝礼、消耗品など）

・和装コスプレ結婚支援事業制度設
計

・和装コスプレ結婚支援事業

5 新規
日本文化体験事業
【再掲】

日本文化体験事業
【関連施策】5-3-2

経済環境課

3 新規
房総のむらとの連携事業
【再掲】

房総のむらとの連携事業
【関連施策】5-3-2

経済環境課

4 継続
房総のむら周辺の観光開発促進
事業【再掲】

経済環境課

経済環境課

3 ドラムの里を活用し
た観光振興の推進

ドラムの里利用者数
68千人
Ｒ３年度

― ―

房総のむら周辺の観光開発促進
事業
【関連施策】5-3-2

4 新規 日本文化体験事業
日本文化体験事業
【関連施策】5-3-3

【拡充】
地方創生推進事業
【関連施策】4-2-2、5-1-5、5-2-
4、6-1-3、8-1-3、8-4-2

ドラムの里活性化事業
【再掲】

新規2

ドラムの里活性化事業
【関連施策】5-1-5,5-2-4

ドラムの里管理運営事業

房総のむら周辺の観光開発促進
事業

房総のむら周辺の観光開発促進
事業
【関連施策】5-3-3

経済環境課

ドラムの里売上額
56,263千

円
Ｒ３年度

― ― ― ―
※Ｒ6以降はドラムの里活
性化計画により設定

― ―
※Ｒ6以降はドラムの里活
性化計画により設定

1 継続 ドラムの里運営事業

総務政策課

経済環境課

成田空港から近い
利点を生かした国
際観光の推進

外国人観光客数
7,549人
Ｒ元年度

1,000人 3,000人 観光情報発信事業 経済環境課

2 新規 房総のむらとの連携事業
房総のむらとの連携事業
【関連施策】5-3-3

経済環境課

3

6,000人 8,000人
※外国人観光客数Ｒ3年
度0人から回復を目指す

1 継続 観光情報発信事業

継続

経済環境課

【新規】
観光資源活用事業

経済環境課
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基本目標５　産業が活性化し賑わいのある元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・工場建設の促進 ・工場建設の促進

・雇用奨励金制度開始 ・雇用奨励金の交付

・金融機関などを通じた企業進出の
働きかけ
・企業誘致優遇制度設計

・金融機関などを通じた企業進出の
働きかけ
・企業誘致優遇制度設計

・就労セミナー、ジョブカフェの開催支
援

・就労セミナー、ジョブカフェの開催支
援

・矢口工業団地連絡協議会支援 ・矢口工業団地連絡協議会支援

・環境整備事業制度設計

雇用奨励金制度に統合のため終了

矢口工業団地拡張促進事業

経済環境課

3 新規
新しい生活様式に対応した就業環
境整備事業

新しい生活様式に対応した就業環
境整備事業

経済環境課

障がい者雇用促進奨励金事業

経済環境課
企画財政課

【新規】
町民の雇用創出促進事業

経済環境課

主要国・県道沿線エリアへの企業
誘致促進事業

経済環境課

雇用就労支援事業 経済環境課

経済環境課

3 拡充
主要国・県道沿線エリアへの企業
誘致促進事業

継続1

2 継続 既存工業団地の活性化事業 既存工業団地の活性化事業

2 既存企業の振興の
推進

製造品出荷額等
30,889
百万円
R2年度

31,000
百万円

矢口工業団地内企業にお
ける町民の正規・非正規
雇用者の延べ人数

370人

220
百万円

矢口工業団地内企業の法
人税や固定資産税等の税
収額

雇用就労支援事業

1 拡充 矢口工業団地拡張促進事業

2 拡充 町民の雇用創出促進事業

31,000
百万円

31,000
百万円

工業統計調査による従業
員４人以上の企業の製造
品出荷額等

31,000
百万円

5-4 　新たな企業立地を推進し産業を活性化させます

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

所管

1 企業誘致等の推進

矢口工業団地内企業の
税収入額

214
百万円
Ｒ3年度

210
百万円

矢口工業団地内企業の
町民雇用数

367人
Ｒ3年度

370人 375人 400人

230
百万円

260
百万円

36



基本目標６　歴史と文化を誇り、心豊かに学び生きがいが育める元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・小中学校への地域人材の活用した
際の謝礼

・小中学校への地域人材の活用した
際の謝礼

・放課後子供教室の開催（小学生）
・地域未来塾の開催（中学生）
※サタデーわくドラ（土曜）、・サマーわくドラ
（夏休み）、・ウインターわくドラ(冬休み）

・放課後子供教室の開催（小学生）
・地域未来塾の開催（中学生）

・各小中学校での唱和
・新１年生や転入生への「栄っこ宣
言」クリアファイルの配布

・各小中学校での唱和
・新１年生や転入生への「栄っこ宣
言」クリアファイルの配布

・訪日教育学校交流事業の受入れの
実施

・訪日教育学校交流事業の受入れの
実施

・学校運営協議会会議
・地域学校協働本部事業

・学校運営協議会会議
・地域学校協働本部事業

・教育支援センター「ゆうがく館」運営
・教育相談員、スクールカウンセ
ラー、学校適応専門官配置

・教育支援センター「ゆうがく館」運営
・教育相談員、スクールカウンセ
ラー、学校適応専門官配置

・教育支援委員会運営
・巡回特別支援相談員配置事業
・学校支援教員、介助員報酬など

・教育支援委員会運営
・巡回特別支援相談員配置事業
・学校支援教員、介助員報酬など

・学校図書の点検 ・学校図書の点検

・教員アシスタント職員の活用
・教員アシスタント職員報酬など
※事業費は人件費等で計上

・教員アシスタント職員の活用
・教員アシスタント職員報酬など
※事業費は人件費等で計上

・放課後子供教室の開催（小学生）
・地域未来塾の開催（中学生）
※サタデーわくドラ（土曜）、・サマーわくドラ
（夏休み）、・ウインターわくドラ(冬休み）

・放課後子供教室の開催（小学生）
・地域未来塾の開催（中学生）
※サタデーわくドラ（土曜）、・サマーわくドラ
（夏休み）、・ウインターわくドラ(冬休み）

・ALTの配置
・英語検定料助成事業（小学６年か
ら）

・ALT配置事業
・英語検定料助成事業（小学６年か
ら）

・児童生徒、教員が授業で使用する
タブレットに係る経費
・要保護、準要保護児童生徒へのＷｉ
ｆｉルーターの貸与
・インターネット有害環境対策など

・児童生徒、教員が授業で使用する
タブレットに係る経費
・要保護、準要保護児童生徒へのＷｉ
ｆｉルーターの貸与
・インターネット有害環境対策など

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

所管

わくわくドラム推進事業
【再掲】

拡充

個に応じた授業を推進するための
教員配置

継続

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

6-1　みんなが一体となって栄っこを育成する教育を推進します

特色ある学校づくり
の支援

1

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

区分

学力向上の推進3

80％75％70％
64％

R3年度

県標準学力テストの県平
均を上回った各学年教
科数の割合

小79％
中83％
R3年度

家庭学習に毎日取り組
む児童・生徒の割合

-85％

小90％
中90％

100％

小85％
中85％

5

60%
-

Ｒ3年度
保護者へのアンケート

小80％
中80％

小60％
中76％
Ｒ3年度

児童・生徒アンケート

3

70%

3

100%100%
99％

Ｒ3年度

小95％
中95％

小90％
中90％

小85％
中85％

継続1

施策
成果指標の説明及び

算出方法

350人350人350人
233人

Ｒ3年度
わくわくドラム参加者数

児童生徒と向きあう時間を
確保できていると思う教員
の割合

100％100％100％
81%

Ｒ3年度
教職員へのアンケート

きめ細かな学校教
育の推進

2

100%教職員へのアンケート

学校生活による自分には
良いところがあると思う児
童生徒の割合

小95％
中95％

サタデーわくドラ・サマーわ
くドラ・ウィンターわくドラの
参加者総数

350人

拡充2

1

保護者や地域住民が参画
した「特色ある学校づくり」
を推進していると感じた割
合

80%75%

教員アシスタント職員活用事業継続4

ゲストティーチャー活用事業

不登校相談・支援推進事業継続

コミュニティ・スクール事業
【再掲】

新規

中学生海外派遣事業継続

わくわくドラム推進事業

3

4

「栄っこ宣言」の推進事業継続

教員アシスタントが働き方
改革に貢献できていると思
う割合

100%

読書活動支援の充実継続

ＩＣＴ教育充実事業
【再掲】

拡充

拡充 外国語教育推進事業
小95％
中95％

学校生活アンケートによる
学校以外で勉強をしてい
る児童生徒の割合

2

1

2

教育課
生涯学習課

ゲストティチャー活用事業

わくわくドラム推進事業
【関連施策】6-1-3、6-3-2

「栄っこ宣言」の推進事業

中学生海外派遣事業

コミュニティ・スクール事業
【関連施策】6-3-2

【拡充】
外国語教育推進事業

ＩＣＴ教育充実事業
【関連施策】6-2-3

不登校相談・支援推進事業

個に応じた授業を推進するための
教員配置

読書活動支援の充実

教員アシスタント職員活用事業
【関連施策】6-1-5

わくわくドラム推進事業
【関連施策】6-1-1、6-3-2

【拡充】
地方創生推進事業
【関連施策】4-2-2、5-1-5、5-2-
4、5-3-3、8-1-3、8-4-2

生涯学習課
教育課

教育課

教育課

生涯学習課
教育課

教育課

教育課

教育課

教育課

教育課

総務政策課

生涯学習課
教育課

教育課
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基本目標６　歴史と文化を誇り、心豊かに学び生きがいが育める元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

6-1　みんなが一体となって栄っこを育成する教育を推進します

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

区分施策
成果指標の説明及び

算出方法

4 教育行政の推進

・子育てのための施設等利用給付金
交付事業
・実費徴収に係る補足給付（私立幼
稚園副食費）

・子育てのための施設等利用給付金
交付事業
・実費徴収に係る補足給付（私立幼
稚園副食費）

・要保護及び準要保護児童生徒就学
援助費交付事業
・特別支援教育就学奨励費交付事業

・要保護及び準要保護児童生徒就学
援助費交付事業
・特別支援教育就学奨励費交付事業

・食材物価高騰分の町負担を検討
・給食センター運営協議会開催
・食材、調理物品等の購入
・調理、配送委託　など

・食材物価高騰分の町負担を検討
・給食センター運営協議会開催
・食材、調理物品等の購入
・調理、配送委託　など

・給食費の無償化事業（歳入減額） ・給食費の無償化事業（歳入減額）

・スクールバスの燃料、修繕、車検、
代運行委託、大型バス等借上など

・スクールバスの燃料、修繕、車検、
代運行委託、大型バス等借上など

・通学区域審議会の検討 ・通学審議会の検討

・学校振興会補助金交付 ・学校振興会補助金交付

・外部講師による学校内研修
・印旛地区各種負担金の支払い

・外部講師による学校内研修
・印旛地区各種負担金の支払い

・各小中学校の授業や図書に要する
経費

・各小中学校の授業や図書に要する
経費

・就学時健康診断の実施
・小中学校卒業生の卒業証書作成

・就学時健康診断の実施
・小中学校卒業生の卒業証書作成

・学校医への報酬
・養護教諭のワクチン接種
・児童生徒の定期健康診断
・心肺蘇生法の普及啓発　など

・学校医への報酬
・養護教諭のワクチン接種
・児童生徒の定期健康診断
・心肺蘇生法の普及啓発　など

・給食費収納管理システム使用料 ・給食費収納管理システム使用料

給食費の無償化事業給食費の無償化事業拡充

学校給食センター運営事業

-0人

学校教育を担う人材の育成研修
事業

教育課

学習環境の充実事業

0人0人0人
0人

R3年度
経済的理由により不登
校となった児童生徒数

私立幼稚園支援事業継続1

スクールバス運営事業継続

学校給食センター運営事業継続3

就学援助事業拡充2

5

4

私立幼稚園就園支援事業

就学援助事業

学校給食
センター

教育課

教育課

学校給食
センター

スクールバス運営事業

通学区域審議会委員事業 教育課

その他特色ある学校づくり事業 教育課

教育課

給食費収納管理事業
学校給食
センター

就学事務等の推進事業 教育課

学校保健衛生事業 教育課

教育課
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基本目標６　歴史と文化を誇り、心豊かに学び生きがいが育める元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

6-1　みんなが一体となって栄っこを育成する教育を推進します

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

区分施策
成果指標の説明及び

算出方法

・中学生模擬議会の開催 ・中学生模擬議会の開催

・キャリア教育の推進 ・キャリア教育の推進

・性暴力、性被害者とならない教育の
推進
・こどもの異変に気づく環境の構築

・性暴力、性被害者とならない教育の
推進
・こどもの異変に気づく環境の構築

・校務支援ＩＣＴ活用事業 ・校務支援ＩＣＴ活用事業

・中学校の部活動地域移行 ・中学校の部活動地域移行

・教員アシスタント職員の活用
・教員アシスタント職員報酬など
※事業費は人件費等で計上

・教員アシスタント職員の活用
・教員アシスタント職員報酬など
※事業費は人件費等で計上

キャリア教育推進事業 教育課

性暴力・性犯罪の防止事業 教育課

教職員の働き方改
革の推進

5

校務支援ＩＣＴ活用事業
【関連施策】6-2-3

中学校部活動の地域移
行数

100％95％90％
88％

R3年度
ＩＣＴ化による働き方改革
推進率

100％

教員アシスタント職員活用事業
【再掲】

継続

2

3

地域部活動推進事業
【再掲】

新規

休日の中学校の運動部活
動において、指導者の地
域移行を実施した数（累
計）

校務支援ＩＣＴ活用事業拡充1
校務支援ＩＣＴの活用が働
き方改革に貢献していると
思う職員の割合

13
部活動

10
部活動

2
部活動

1
部活動

0
部活動
Ｒ3年度

【拡充】
地域部活動推進事業
【関連施策】6-3-4、7-1-2

教員アシスタント職員活用事業
【関連施策】6-1-2

教育課

教育課
生涯学習課

教育課

中学生模擬議会事業
【関連施策】7-3-1

教育課
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基本目標６　歴史と文化を誇り、心豊かに学び生きがいが育める元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・安食小学校校舎長寿命化工事
・安食小学校校舎長寿命化工事監理
委託

・安食小学校校舎長寿命化工事
・安食小学校校舎長寿命化工事監理
委託
・安食台小学校体育館耐力度調査業
務委託
・安食台小学校体育館基本設計業務
委託

・再生可能エネルギー利活用の検討 ・再生可能エネルギー利活用の検討

・学校施設の維持修繕 ・学校施設の維持修繕

・学校施設の維持修繕 ・学校施設の維持修繕

・各小学校体育館空調設置他工事設
計委託

・事業完了

・栄中学校体育館空調設置他工事
・栄中学校体育館空調設置他工事監
理委託

・事業完了

・教育委員報酬
・教育長交際費
・点検評価委員報酬
・負担金　など

・教育委員報酬
・教育長交際費
・点検評価委員報酬
・負担金　など

・特定建築物定期報告調査委託
・コピー機等使用料
・中学校1校、小学校4校学校管理運
営費など

・特定建築物定期報告調査委託
・コピー機等使用料
・中学校1校、小学校4校学校管理運
営費など

・施設設備の日常点検、整備
・施設設備の修繕
・ボイラー保守点検委託
・排水処理施設維持管理委託など

・施設設備の日常点検、整備
・施設設備の修繕
・ボイラー保守点検委託
・排水処理施設維持管理委託など

・施設整備計画の見直し
・検討委員会設置

・施設整備計画の見直し

・児童生徒、教員が授業で使用するタ
ブレットに係る経費
・要保護、準要保護児童生徒へのＷｉ
ｆｉルーターの貸与
・インターネット有害環境対策など

・児童生徒、教員が授業で使用するタ
ブレットに係る経費
・要保護、準要保護児童生徒へのＷｉ
ｆｉルーターの貸与
・インターネット有害環境対策など

・校務支援ＩＣＴ活用事業 ・校務支援ＩＣＴ活用事業

【拡充】
小学校避難所空調設備設置事業
【関連施策】3-1-1

中学校避難所空調設備設置事業
【関連施策】3-1-1

所管

教育課
くらし安全課

ＩＣＴ教育充実事業
【関連施策】6-1-3

ＩＣＴ教育及びＩＣＴ
化の推進

3

教育課

教育課

2 拡充
校務支援ＩＣＴ活用事業
【再掲】

校務支援ＩＣＴ活用事業
【関連施策】6-1-5

教育課

タブレットを使った授業数

教育課継続 学校給食センター建替事業
学校給食センター建替事業
【関連施策】3-1-2

2,412回
R3年度

2,500回 3,000回

０件

3,500回

０件
０件

R3年度

6-2 　子どもたちが良好な環境で学習できる施設整備を推進します

給食施設の充実2

教育総務運営事業 教育課

教育課

1

学校施設修繕事業（中学校)

教育課

教育課

【拡充】
学校施設大規模改修事業（小学
校)

学校給食センター修繕事業

学校管理運営事業

教育課
くらし安全課

学校給食
センター

異質物混入、食中毒件
数

０件 継続 学校給食センター修繕事業

4,000回 - 1 拡充

０件
学校給食における異質物・
食中毒の発生件数

2

ＩＣＴ教育充実事業

1

０件 ０件
学校施設内における児童
生徒の事故及びケガの件
数

０件

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

教育課

2 継続

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

1 教育施設の充実

児童生徒の事故・ケガの
件数

０件
R3年度

０件

継続 学校施設大規模改修事業

学校施設大規模改修事業（中学
校)

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

学校施設修繕事業

学校施設修繕事業（小学校)

40



基本目標６　歴史と文化を誇り、心豊かに学び生きがいが育める元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・いきいき塾さかえ講座（シニア向け
スマホ教室・ＪＡＬ空育等各種教室）
・社会教育委員会議
・印旛郡市社会教育振興大会

・いきいき塾さかえ講座（シニア向け
スマホ教室・ＪＡＬ空育等各種教室）
・社会教育委員会議
・印旛郡市社会教育振興大会

・施設利用の先行予約
・サークルの案内、作品展示
・サークルの会員募集の支援

・施設利用の先行予約
・サークルの案内、作品展示
・サークルの会員募集の支援

・図書貸出及びレファレンス
・企画展示コーナー
・外国人向け図書の設置・貸出
・読書手帳,スタンプカード発行

・図書貸出及びレファレンス
・企画展示コーナー
・外国人向け図書の設置・貸出
・読書手帳,スタンプカード発行

・資料の閲覧、グループ学習用空間
整備
　※設計内容により予算化

学校図書室とのネットワークの確立
※設計内容により予算化

・放課後ふれあい教室（安食小・布鎌
小）
・放課後ふれあい教室再開・新設の
検討（安食台小・竜角寺台小）
・参加対象者拡大の検討

・放課後ふれあい教室（安食小・布鎌
小）
・放課後ふれあい教室再開・新設の
検討（安食台小・竜角寺台小）
・参加対象者拡大の検討

・青少年相談員連絡協議会事業
※任期替えによるユニフォームの購
入
・二十歳の集い・家庭教育学級　など

・青少年相談員連絡協議会事業
・二十歳の集い
・家庭教育学級
・ＰＴＡ支援

・ドラム自然楽校
　（稲作体験、畑作体験、デイキャン
プ、染物体験、防災キャンプ、どらま
め収穫、たこあげ）

・ドラム自然楽校
　（稲作体験、畑作体験、デイキャン
プ、染物体験、防災キャンプ、どらま
め収穫、たこあげ）

・学校運営協議会会議
・地域学校協働本部事業

・学校運営協議会会議
・地域学校協働本部事業

・放課後子供教室の開催（小学生）
・地域未来塾の開催（中学生）
※サタデーわくドラ（土曜）、・サマーわくドラ
（夏休み）、・ウインターわくドラ(冬休み）

・放課後子供教室の開催（小学生）
・地域未来塾の開催（中学生）
※サタデーわくドラ（土曜）、・サマーわくドラ
（夏休み）、・ウインターわくドラ(冬休み）

・ふれあいプラザさかえ長寿命化改
修工事（防火シャッター改修、非常灯
更新、文化ホール音響調整室エアコ
ン更新トイレの洋式化他）

・ふれあいプラザさかえ長寿命化改
修工事（文化ホール音響設備、文化
ホール照明設備、非常用発電設備更
新、裏側入口屋根張替工事他）

・ふれあいプラザさかえ管理・運営
　（施設総合管理、設備保守点検、文
化ホール業務委託など）

・ふれあいプラザさかえ管理・運営
　（施設総合管理、設備保守点検、文
化ホール業務委託など）

放課後ふれあい教室事業

ドラム自然楽校体験学習事業 ドラム自然楽校体験学習事業 生涯学習課

放課後ふれあい教室事業

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

6-3　生きがいが育める学習やスポーツ環境づくりを推進します

1

地域教育力の充実2

生涯学習施設の充
実

3

2 継続 青少年健全育成事業 青少年健全育成事業 生涯学習課

3 拡充

93%

地域教育力関係事業（放
課後教室、青少年健全育
成事業、ドラム自然楽校
等）参加者の満足度

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

生涯学習機会の充
実

170,000人

わくわくドラム推進事業
【関連施策】6-1-1、6-1-3

生涯学習課
教育課

4 新規
コミュニティ・スクール事業
【再掲】

コミュニティ・スクール事業
【関連施策】6-1-1

生涯学習課

生涯学習課

2 継続
ふれあいプラザ施設管理・運営事
業

ふれあいプラザ施設管理・運営事
業

生涯学習課

171,000人 - 1 継続
ふれあいプラザ施設大規模改修
事業
【再掲】

ふれあいプラザ施設大規模改修
事業
【関連施策】2-3-2、3-1-2

ふれあいプラザさかえの
利用者数

167,388人

Ｒ元年度
168,000人 169,000人

ふれあいプラザさかえ利
用の学習サークル数

54団体
Ｒ3年度

55団体 56団体 57団体 58団体

93% 94% 95%
生涯学習事業参加者の
満足度

90％
Ｒ3年度

継続 サークル活動支援事業 サークル活動支援事業

-

いきいき塾さかえ事業
生涯学習事業（各種講座、
体験学習等）の参加者の
満足度

所管

92%

図書貸出し者数
17,833人
Ｒ3年度

18,000人

ふれあいプラザさかえ利用
サークル連絡会の登録団
体数

2

生涯学習課

いきいき塾さかえ事業1 継続

生涯学習課

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

92%91%90%
―

Ｒ３年度
地域教育力関係事業参
加者の満足度

図書室運営事業継続3

図書室空間創出事業

図書室管理運営事業18,100人 18,200人 18,300人

継続1
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基本目標６　歴史と文化を誇り、心豊かに学び生きがいが育める元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

6-3　生きがいが育める学習やスポーツ環境づくりを推進します

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

・さかえスポーツフェスタの開催
（バレーボール、バスケットボール、
卓球、陸上、ボッチャ）

・さかえスポーツフェスタの開催
（バレーボール、バスケットボール、
卓球、陸上、ボッチャ）

・栄町スポーツ協会総会（5月）
・印旛郡市スポーツ大会　主会場地
（7月）
・印旛郡市駅伝競走大会（12月）

・栄町スポーツ協会総会（5月）
・印旛郡市スポーツ大会（7月）
・印旛郡市駅伝競走大会（12月）

・スポーツ推進委員定例会（2回）
・軽スポーツ教室（年9回）
・体力調査大会（全国、町各１回）

・スポーツ推進委員定例会（2回）
・軽スポーツ教室（年9回）
・体力調査大会（１回）
・スポーツ推進委員ユニホーム

・ボッチャ大会及びその他パラスポー
ツ教室等を開催
・軽スポーツ教室年９回

・ボッチャ大会及びその他パラスポー
ツ教室等を開催
・軽スポーツ教室年９回

・実行委員会開催（2回）
・マラソン大会開催（2月）

・実行委員会開催（2回）
・マラソン大会開催（2月）

・町民プール一般開放の実施
・学校開放の実施（体育館・校庭）
・スポーツ施設改修の検討（プール、
体育館等）
・スポーツ振興計画策定案の検討
・学校体育館空調整備に係る実費弁
償の検討、策定
・学校体育館等へのＡＥＤの設置

・町民プール一般開放の実施
・学校開放の実施（体育館・校庭）
・町民酒直体育館屋根、照明設備改
修
・町民プール改修施工（プールサイド
床、幼児用プール改修）
・スポーツ振興計画策定
・学校体育館等へのＡＥＤの設置

・水と緑の運動広場（野球場・多目的
広場）の環境整備

・水と緑の運動広場（野球場・多目的
広場）の環境整備
・野球場改修施工（防護壁、ダッグア
ウトフェンス、ファールポール、照明支
柱改修）

・中学校の地域部活移行 ・中学校の地域部活移行【拡充】
地域部活動推進事業
【関連施策】6-1-5,7-1-2

教育課
生涯学習課

4 スポーツ環境づくり
の推進

3 継続 スポーツによる健康づくり事業

スポーツ環境整備事業

84,300人 84,400人 84,500人 84,600人

7,800人 7,830人

スポーツ環境整備事業

生涯学習課

生涯学習課
福祉・子ども課

7,860人

スポーツ環境整備事業（公園） 生涯学習課

5 継続 マラソン大会事業 マラソン大会事業 生涯学習課

学校体育施設及びスポー
ツ施設の利用者数

2 継続

6 拡充

スポーツ団体活動支援事業 スポーツ団体活動支援事業 生涯学習課

スポーツによる健康づくり事業 生涯学習課

4 継続 パラスポーツ実施事業 パラスポーツ実施事業

スポーツフェスタ実施事業 生涯学習課- 1 継続
スポーツ教室・大会等参
加者数

7,736人
Ｒ元年度

7,770人

スポーツ施設の利用者
数

84,160人
Ｒ元年度

スポーツフェスタ実施事業
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基本目標６　歴史と文化を誇り、心豊かに学び生きがいが育める元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・自主文化事業
（サマーコンサート、クリスマスジャズ
コンサート、ホールピアノ一般開放な
ど）

・自主文化事業
（サマーコンサート、クリスマスジャズ
コンサート、ホールピアノ一般開放な
ど）

・貸館事業
　（ふれあいプラザさかえ）
・芸術文化公演鑑賞
　（音楽発表会など）

・貸館事業
　（ふれあいプラザさかえ）
・芸術文化公演鑑賞
　（音楽発表会など）

・ふれあい文化祭 ・ふれあい文化祭

・文化財公開、講演会開催
・埋蔵文化財の調査
・国史跡等の維持管理
・文化財審議会の開催
・【新規】文化財保管展示計画の検討

・文化財公開、講演会開催
・埋蔵文化財の調査
・国史跡等の維持管理
・文化財審議会の開催
・【新規】龍角寺奉安殿修繕補助
・【新規】文化財整理・展示の実施

・ＨＰの記事作成、更新
・各種媒体（施設等）へ情報提供
・ＳＮＳの活用
・チラシ、ポスター作成、掲示など

・ＨＰの記事作成、更新
・各種媒体（施設等）へ情報提供
・ＳＮＳの活用
・チラシ、ポスター作成、掲示など

・岩屋古墳、龍角寺ガイド実習
・自主研究会の支援
・文化財サポーター育成講座等の開
催
・幹事会、全体会議の開催など

・岩屋古墳、龍角寺ガイド実習
・自主研究会
・文化財サポーター育成研究会
・幹事会、全体会議の開催など

・町広報誌へ成果の公表
・歴史講座の開催
・記録資料の整理保存
・町史編さん委員会の開催など

・町広報誌へ成果の公表
・歴史講座の開催
・記録資料の整理保存
・町史編さん委員会の開催など
・【新規】町史別編(文化財・社寺編)準
備

・計画策定準備 ・コンサル委託(１か年目)
・委員会の開催
・委員等の報償費、旅費等

文化財等の保護と
活用

2

龍角寺古墳群・岩屋古墳保存活
用計画策定事業

生涯学習課

生涯学習課

4 継続 町史編さん事業 町史編さん事業 生涯学習課

22人
町認定文化財ガイドの数
（累計）

町認定文化財ガイド数
20人

Ｒ3年度
21人 21人 22人

生涯学習課

文化財紹介サイトの閲覧
件数

生涯学習課14,100人
町ホームページやＳＮＳ等
の文化財紹介サイトの閲
覧件数（累計）

文化財等展示・公開事業
の参加者数

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

6-4　地域に根ざした芸術・文化の育成と文化財等の保護・活用を図ります

1

所管

芸術文化活動への
支援

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

14公演
Ｈ30年度

17公演 17公演 18公演

芸術文化公演鑑賞支援事業 芸術文化公演鑑賞支援事業

継続 生涯学習課18公演
文化ホール利用の音楽、
演劇、舞踊、映画などの公
演数

1

生涯学習課

芸術文化団体活動支援事業

龍角寺古墳群・岩屋古墳保存活
用計画策定事業

文化祭参加団体数
49団体

Ｈ30年度
50団体 51団体 52団体 53団体

ふれあい文化祭の参加団
体数

2

5 新規

継続

3 継続 芸術文化団体活動支援事業 生涯学習課

文化財等保全・活用事業

ボランティアガイド育成事業

2 拡充 文化財等のＰＲ・情報発信事業 文化財等のＰＲ・情報発信事業

継続 ボランティアガイド育成事業3

芸術文化の公演数 自主文化事業実施事業 自主文化事業実施事業

1 継続 文化財等保全・活用事業

13,584人
Ｒ3年度

13,800人 13,900人 14,000人

1,500人 1,550人
龍角寺古墳群、岩屋古墳
等の展示・公開事業等の
参加人数

1,380人
Ｒ3年度

1,400人 1,450人
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基本目標７　みんなの知恵と力で元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・住民活動支援センター運営消耗品
・機器リース代など
・住民活動団体へのニーズ調査
・ホームページの設計（デザイン検
討）
・住民活動ふれあいまつり支援

・住民活動支援センター運営消耗品
・機器リース代など
・活動団体に向けた講演会の開催
・ホームページリニューアル
・住民活動ふれあいまつり支援

・住民活動補償保険
・住民活動応援補助金【新規】

・住民活動補償保険
・住民活動応援補助金

協働サポーターとの連携事業の実施 協働サポーターとの連携事業の実施

・子ども達が自ら企画・実行する町づ
くり、地域づくり活動に対する助成

・子ども達が自ら企画・実行する町づ
くり、地域づくり活動に対する助成

・スマホ学部継続 ・地域課題の解決に向けた取組み
・学部運営に係る講師謝礼、消耗品
・バス借上料

・中学校の地域部活移行 ・中学校の地域部活移行

・記念式典（町政功労者表彰等）
・周年事業の共創（冠事業募集）
・記念動画作成
・プロモーションガイド　など

事業終了

1

所管

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

1

【新規】
協働サポーター事業

8,201人
Ｒ元年度

住民活動支援センター利
用者数

20人20人

【新規】
子どもまちづくり活動助成事業

企画財政課

【拡充】
協働パートナーとの連携推進事業

くらし安全課

くらし安全課

くらし安全課

くらし安全課

2

7,500人

協働パートナーとの連携推進事業

継続1

まちづくり大学及び住民活
動支援センターにおける講
座等の終了後に地域活動
を始めた人数

20人
19人

Ｒ3年度
地域活動実践者数

8,000人

コミュニティ活動を
支えるひとづくりの
推進

【拡充】
住民活動支援センター運営事業

7-1 　町民と行政が共に手を携えて協働のまちづくりを推進します

2

まちづくり大学事業

実施計画における事業名

後期基本計画における成果指標及び主な事業

区分施策
成果指標の説明及び

算出方法

継続

住民活動支援センター運営事業継続
住民活動支援センター延
べ来所者数

20人

多様なコミュニティ
活動の支援の推進

7,000人6,500人

【新規】
町制施行７０周年記念事業

総務政策課
企画財政課

【拡充】
地域部活動推進事業
【関連施策】6-1-5、6-3-4

教育課
生涯学習課

まちづくり大学事業
【関連施策】8-1-3
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基本目標７　みんなの知恵と力で元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・自治振興育成事業助成金 ・自治振興育成事業助成金
・コミュニティ事業補助金

・加入促進啓発 ・加入促進啓発

・地区連絡協議会の支援・情報提供 ・地区連絡協議会の支援・情報提供

7-2 　地域の絆を育む自治活動の活性化を推進します

くらし安全課

自治振興育成事業 くらし安全課

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

1 自治組織活動への
支援の充実

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

所管

栄町地区連絡協議会活動支援事
業

くらし安全課

1 継続

町民への加入促進事業

自治振興育成事業

2 拡充 町民への加入促進事業

自治組織が抱える地域の
課題等を解決するために
実施した支援件数

20件 20件 20件
地域課題に対する支援
数

19件
Ｒ３年度

20件

3 継続
栄町地区連絡協議会活動支援事
業
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基本目標７　みんなの知恵と力で元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

1 広聴機会の充実

・町長への手紙専用はがき作成費
・町長への手紙による意見収集

・町長への手紙専用はがき作成費
・町長への手紙による意見収集

・中学生模擬議会の開催 ・中学生模擬議会の開催

・町長との懇談会による意見収集 ・町長との懇談会による意見収集

・他市町村等の情報収集
・啓発用懸垂幕

・他市町村等の情報収集
・啓発用懸垂幕

・ホームページCMS等借上料
・LINE自動応答システム使用料

・ホームページCMS等借上料
・LINE自動応答システム使用料

・広報さかえ印刷製本委託
・広報さかえ新聞折込料
・DTPシステム更新・借上など

・広報さかえ印刷製本委託
・広報さかえ新聞折込料
・DTPシステム借上など

・SNSを活用した情報発信
　（Facebook・Twitter・Instagram・
LINE・YouTube）

・SNSを活用した情報発信
　（Facebook・Twitter・Instagram・
LINE・YouTube）

町長との懇談会事業

 渉外事業

情報発信の充実

Facebook・Twitter・
Instagram・LINE・YouTube
のフォロワー延べ件数

企画財政課

教育課

7,648件
Ｒ3年度

10,300件

11,318件
Ｒ3年度

11,600件

新規

7-3 　住民参加によるまちづくりのための環境を推進します

企画財政課

ホームページを活用した行政情報
発信事業

【拡充】
ホームページを活用した行政情報
発信事業

広報さかえ発行事業広報さかえ発行事業

企画財政課SNSを活用した情報発信事業

2

継続

ホームページのアクセス
件数

1,931
千件

Ｒ3年度

11,850件

1 継続

情報端末での広報閲覧
件数

12,100件 12,350件

2,050千件 2,090千件

パソコンやスマートフォン
等の情報端末での広報閲
覧件数

1,970
千件

2

3 拡充

中学生模擬議会事業
【関連施策】6-1-4

1

13,900件12,700件 SNSを活用した情報発信事業

企画財政課

2,010千件

継続 町民からの意見聴取事業

11,500件

所管

後期基本計画における成果指標及び主な事業

企画財政課

施策

企画財政課

実施計画における事業名
成果指標の説明及び

算出方法
区分

町民からの意見聴取事業
町長への手紙等の意見
数

62件
Ｒ3年度

75件 80件

町民との懇談回数 -

町長との懇談会事業

－

SNSのフォロワー数

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

町長への手紙及びメール
に寄せられた意見の数

85件 90件

2

６回 ６回 ６回 ６回
地域団体などを対象とした
懇談会の回数
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基本目標７　みんなの知恵と力で元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

7-3 　住民参加によるまちづくりのための環境を推進します

所管

後期基本計画における成果指標及び主な事業

施策

実施計画における事業名
成果指標の説明及び

算出方法
区分

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

・男女共同参画に関する研修、啓発
など

・男女共同参画に関する研修、啓発
など

・人権・行政相談
・佐倉市人権擁護委員協議会負担金
・佐倉市人権・行政相談員合同研修
会

・人権・行政相談
・佐倉市人権擁護委員協議会負担金
・佐倉市人権・行政相談員合同研修
会
・研修大型バス借上げ（３年に１度）

・支援センター等が主催する協働事
業実施

・支援センター等が主催する協働事
業実施

・ＳＤＧｓ研修
・ＳＤＧｓ普及啓発
・各個別計画への反映

・ＳＤＧｓ研修
・ＳＤＧｓ普及啓発
・各個別計画への反映

・国際交流支援団体の支援 ・国際交流支援団体の支援

・外国人向け生活支援ガイドブックの
更新

・外国人向け生活支援ガイドブックの
更新

5

3回
R3年度

5回 6回 くらし安全課

2

320人 350人

ＳＤＧｓ推進事業実施回
数

国際交流推進事業

新規

ＳＤＧｓ啓発事業 企画財政課

ＳＤＧｓを推進する協働事業

協働によるSDGｓの
推進

2

276人
R3年度

拡充

多文化共生社会の
推進

生活情報提供事業 生活情報提供事業 企画財政課

380人 410人
3月31日現在の外国人登
録者数

1 新規 国際交流推進事業

男女共同参画推進事業 くらし安全課

4

外国人登録者数

ＳＤＧｓを推進する協働事業

企画財政課

人権行政相談事業 くらし安全課人権行政相談事業

26％ 28％ 30％
審議会の委員、自治組織
の会長及び副会長に占め
る女性の割合

継続

新規 ＳＤＧｓ啓発事業

7回

2

男女共同参画推進事業

新規8回
住民活動支援センター等
でＳＤＧｓの目標を推進す
る事業を実施した回数

1

3 人権尊重・男女共
同参画の社会づく
り 審議会等に占める女性

の割合
22％

R3年度
25％ 1

47



基本目標８　健全な行財政運営を行う元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・研修講師派遣委託
・職員研修負担金
・旅費など

・研修講師派遣委託
・職員研修負担金
・旅費など

・窓口を含めた業務の民間委託の検
討
・多様な任用形態による職員の配置
・派遣職員の活用
・人事評価制度の見直し

・窓口を含めた業務の民間委託の実
施
・多様な任用形態による職員の配置
・派遣職員の活用
・人事評価制度の見直し

・行政不服審査会委員の報酬及び交
通費
・参考図書等の購入
・参考電子図書等の使用料

・行政不服審査会委員の報酬及び交
通費
・参考図書等の購入
・参考電子図書等の使用料

・条例等の制定改廃を管理する例規
システムの運用

・条例等の制定改廃を管理する例規
システムの運用

・顧問弁護士委託など ・顧問弁護士委託など

・全庁分一括郵送業務 ・全庁分一括郵送業務

・学生等対象のインターンシップの実
施

・学生等対象のインターンシップの実
施

・職員健康診断委託
・ストレスチェック委託
・産業医報酬など

・職員健康診断委託
・ストレスチェック委託
・産業医報酬など

・公平委員会の共同設置
・職員処分審査会の開催
・職員のエンゲージメントの把握

・公平委員会の共同設置
・職員処分審査会の開催
・職員のエンゲージメントの把握

・退職手当組合負担金
・公務災害補償負担金
・非常勤職員公務災害補償事務負担
金

・退職手当組合負担金
・公務災害補償負担金
・非常勤職員公務災害補償事務負担
金

総務政策課

所管

総務政策課

総務政策課

総務政策課

総務政策課

8-1　行政サービス向上を目指した適正な行政運営を推進します

行政の組織力の向
上

1

総務政策課

行政文書管理事業 総務政策課

条例等整備事業 総務政策課

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

総務政策課

定員適正化事業 総務政策課

70件 70件
市町村アカデミー、民間研
修等の受講件数

1 継続 人材育成事業職員研修受講件数
66件

R3年度
68件 68件

2 継続
効率的・効果的な組織づくりの推
進事業

訴訟関係事業

職場環境の整備事業

人材育成事業

法令執務能力向上事業

福利厚生事業

職員健康管理事業

職業体験事業
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基本目標８　健全な行財政運営を行う元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

所管

8-1　行政サービス向上を目指した適正な行政運営を推進します

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

・旅券の申請受付、発給など ・旅券の申請受付、発給など

・手数料
・コンビニ交付システム使用料
・コンビニ交付運営負担金など

・手数料
・コンビニ交付システム使用料
・コンビニ交付運営負担金など

・印鑑登録
・各種証明書の交付
・住民記録システムの借上げ
・番号発券機導入の検討など

・印鑑登録
・各種証明書の交付
・住民記録システムの借上げなど

・マイナンバーカードの申請サポート
・マイナンバーカードの交付など

・マイナンバーカードの申請サポート
・マイナンバーカードの交付など

・システム関係の調整 ・おくやみシステム導入経費

・個人番号制度運用中間サーバ・プ
ラットフォーム利用負担金
・連携サーバー・連携システム借上料
など

・個人番号制度運用中間サーバ・プ
ラットフォーム利用負担金
・連携サーバー・連携システム借上料
など

・住民基本台帳の管理
・住民基本台帳ネットワークシステム
の借上げ及び委託など

・住民基本台帳の管理
・住民基本台帳ネットワークシステム
の借上げ及び委託など

・戸籍及び戸籍の附票の管理
・クラウド戸籍総合システムの運用
・戸籍総合システムの標準化など

・戸籍及び戸籍の附票の管理
・クラウド戸籍総合システムの運用な
ど

・システム標準化移行支援委託　等 ・書かない窓口サービス導入　等

・WiFi通信環境整備
・庁内ネットワーク更改
・事務効率化に向けたICTの活用　等

・WiFi通信環境整備
・事務効率化に向けたICTの活用　等

・オープンデータ公開 ・オープンデータ公開

・システム使用料
・決済手数料

・システム使用料
・決済手数料

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・スマホ学部継続 ・地域課題の解決に向けた取組み
・学部運営に係る講師謝礼、消耗品
・バス借上料

オープンデータ推進事業 オープンデータ推進事業

自治体DX（デジタ
ル・トランスフォー
メーション）の推進

3

【拡充】
地方創生推進事業
【関連施策】4-2-2、5-1-5、5-2-
4、5-3-3、6-1-3、8-4-2

総務政策課

まちづくり大学事業
【関連施策】7-1-2

くらし安全課

4 新規 キャッシュレス化推進事業 キャッシュレス化推進事業 企画財政課

継続 情報システム等の整備充実事業 情報システム等の整備充実事業 企画財政課

3 新規 企画財政課

戸籍管理事業 住民課

総務政策課

住民課

個人番号制度推進事業 総務政策課

住民課

4 拡充 マイナンバーカード普及促進事業 マイナンバーカード普及促進事業 住民課

5 新規 ワンストップ窓口推進事業 ワンストップ窓口推進事業

オープンデータ公開件数
2件

R３年度
10件 20件 30件 40件

オープンデータをホーム
ページ上で公開している件
数

2

29件 30件
オンラインによる手続きが
可能な行政手続き数

1
行政手続のオンライン件
数

10件
R３年度

27件 28件
行政システムオンライン化推進事
業

企画財政課新規
行政システムオンライン化推進事
業

住民基本台帳管理事業 住民課

1 拡充 旅券発給申請交付事業

2 継続 コンビニ交付サービス事業 コンビニ交付サービス事業
住民課
税務課

2

旅券発給申請交付事業

3 拡充 窓口サービス利便性向上事業 窓口サービス利便性向上事業

窓口サービスの向
上

-4.5% -4.6% -4.7%
オンライン化等により減少
した窓口証明書交付等件
数の対前年度割合

87.5% 90.0%
人口に対するマイナンバー
カード累計交付枚数の割
合

マイナンバーカードの交
付率

44.1%
R3年度

82.5% 85.0%

窓口証明書交付等件数
の減少率

-4.2%
R3年度

-4.4%
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基本目標８　健全な行財政運営を行う元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・情報公開・個人情報保護審査会委
員の報酬及び交通費

・情報公開・個人情報保護審査会委
員の報酬及び交通費

・電算委託
・税収納・更正即時処理システム借
上料
・三税協議会負担金
・地方税共同機構負担金など

・電算委託
・税収納・更正即時処理システム借
上料
・三税協議会負担金
・地方税共同機構負担金など

・固定資産基礎調査委託
・不動産本鑑定評価委託
・時点修正委託
・電算委託
・家屋評価システム使用料など

・固定資産基礎調査委託
・時点修正委託
・電算委託
・家屋評価システム使用料など

・軽自動車税申告事務負担金
・軽自動車検査情報負担金
・環境性能割徴収取扱費負担金など

・軽自動車税申告事務負担金
・軽自動車検査情報負担金
・環境性能割徴収取扱費負担金など

・税証明の交付手続き（キャッシュレ
ス決裁を含む）用消耗品　など

・税証明の交付手続き（キャッシュレ
ス決裁を含む）用消耗品　など

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

個人情報保護・情報公開運用事
業

税務課住民税課税事業 住民税課税事業

総務政策課

税務課

軽自動車税課税事業 税務課

窓口証明交付事業 税務課

所管

8-2　公正で透明性の高い行政運営を推進します

情報公開と個人情
報保護の適正な運
用

1

公平で適正な課税
事務の推進

2

100％ 100％ 100％ 100％ 適正件数／納税義務者数 2 継続 資産税課税事業 資産税課税事業資産税の税額適正割合
99.90%
R3年度

申告者数／申告必要者数 1 継続
個人住民税の申告者割
合

99.39%
R3年度

100％ 100％ 100％ 100％

0件
R３年度

個人情報の取扱いに関
する審査請求件数

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

継続０件 ０件 ０件

当該年度において実施機
関に対して行われた個人
情報保護法及び情報公開
条例に基づく決定に対する
審査請求件数

1
個人情報保護・情報公開運用事
業

０件
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基本目標８　健全な行財政運営を行う元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・財務会計システムの運用 ・財務会計システムの運用

・公会計財務書類作成 ・公会計財務書類作成

・町債の償還
・公債台帳管理システムの運用

・町債の償還
・公債台帳管理システムの運用

・長期財政見通しの検証
・中期財政計画の検証

・長期財政見通しの検証
・中期財政計画の検証

・各基金への積立 ・各基金への積立

・各種手数料
・コールセンター設置委託
・電算委託
・共同収納手数料負担金
・還付金など

・各種手数料
・コールセンター設置委託
・電算委託
・共同収納手数料負担金
・還付金など

・ＬＥＤ照明借上料
・BELS認証取得
・庁舎長寿命化改修設計監理委託
（受変電設備）
・庁舎設備長寿命化改修工事

・ＬＥＤ照明借上料
・庁舎長寿命化改修設計監理委託
（空調設備）
・庁舎設備長寿命化改修工事

・ＬＥＤ化工事調査（旧酒直小） ・ＬＥＤ化工事（旧酒直小）

・庁舎及び公共施設の維持管理業務
・庁舎等総合管理委託　など

・庁舎及び公共施設の維持管理業務
・庁舎等総合管理委託　など

・庁用自動車の維持及び運行管理業
務
・電気自動車新規購入（５台分）（再
掲）
・公用車リース代 など

・庁用自動車の維持及び運行管理業
務
・公用車リース代 など

・消耗品など ・消耗品など

・ガバメントクラウド利用料
・基幹系システム等借上料
・庁内LANネットワーク機器借上料
・行政手続オンラインシステム使用料

・ガバメントクラウド利用料
・基幹系システム等借上料
・庁内LANネットワーク機器借上料
・行政手続オンラインシステム使用料

・ＬＧＷＡＮサーバ等借上料
・LGWAN回線費

・ＬＧＷＡＮサーバ等借上料
・LGWAN回線費

所管

企画財政課

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

後期基本計画における成果指標及び主な事業

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法
区分

8-3　持続可能な町政に向けた健全財政を推進します

1 持続可能な財政運
営の推進

経常収支比率
94.2%

R3年度
90.6% 90.6% 90.6% 90.6%

財政構造の弾力性を判断
する指標
（経常的経費充当一般財
源／経常一般財源等）【前
年度決算】

1 継続 健全な財政運営事業

財務会計管理事業 企画財政課

将来負担比率
14.9%

R3年度
15.5% 15.5% 15.5% 15.5%

将来負担すべき実質的な
負債が標準財政規模を基
本とした額に対する比
率【前年度決算】

公会計整備事業 企画財政課

町税の収納率（現年分）
98.6%

R3年度
98.7% 98.8% 98.9% 99.0% ― 2 継続 町債の適正管理事業 公債台帳管理事業 企画財政課

計画的な財政運営事業

計画的な財政運営事業 企画財政課

基金の適正な確保・運用事業 企画財政課

4 継続 町税収納対策推進事業 町税収納対策推進事業 税務課

町税の収納率（過年分）
17.3%

R3年度
17.4% 17.5% 17.6% 17.8% ―

3 継続

2 公共施設等の適正
管理の推進

公共施設等の長寿命化
整備施設数

5箇所
R3年度

10箇所 7箇所 5箇所 5箇所 ―

2 新規 公共施設の複合利用事業 公共施設の複合利用事業 企画財政課

庁舎及び公共施設維持管理事業 企画財政課

広域行政ネットワークシステム管
理事業

企画財政課

1 拡充
公共施設等大規模改修(長寿命
化)事業

公共施設等大規模改修(長寿命
化)事業
【関連施策】2-3-2

企画財政課

庁内電算システム管理事業 企画財政課

庁用自動車運行管理事業 企画財政課

庁用共通消耗品管理事業
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基本目標８　健全な行財政運営を行う元気なまちをつくる

成果指標 現状値 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 主な事業名 Ｒ７ Ｒ８

・前年度施策評価
・次年度実施計画策定
・政策審議会委員報酬

・前年度施策評価
・次年度実施計画策定
・政策審議会委員報酬

・町民意識調査
・各種懇談会
・基礎調査・分析　など

・基本構想策定
・基本計画策定　など

・課題に対する町長の意思決定を保
管するため政策会議を開催

・課題に対する町長の意思決定を保
管するため政策会議を開催

・町長交際費
・県町村会負担金

・町長交際費
・県町村会負担金

・前年度事業評価
・総合戦略会議委員謝礼

・前年度事業評価
・総合戦略会議委員謝礼

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・地域活性化起業人活用事業補助金
・地域おこし協力隊員報償
・地域おこし協力隊活動支援補助金

・企業版ふるさと納税マッチング支援
委託

・企業版ふるさと納税マッチング支援
委託

・ふるさと納税返礼品の開拓及び返
送
・受納証明書の発送及びワンストップ
特例申請の受付
・ポータルサイト手数料等の契約・連
携
・特産品のＰＲなど

・ふるさと納税返礼品の開拓及び返
送
・受納証明書の発送及びワンストップ
特例申請の受付
・ポータルサイト手数料等の契約・連
携
・特産品のＰＲなど

・機能強化による空港との連携
・成田空港に関する四者会議
・成田空港周辺地域振興連絡協議会
・成田空港活用協議会など

・機能強化による空港との連携
・成田空港に関する四者会議
・成田空港周辺地域振興連絡協議会
・成田空港活用協議会など

・印旛郡市広域市町村圏事務組合
・印旛沼関連事業市町村連絡会議
・県民の日事業

・印旛郡市広域市町村圏事務組合
・印旛沼関連事業市町村連絡会議
・県民の日事業

・市町村合併情報の収集 ・市町村合併情報の収集

企画財政課

企画財政課

企画財政課

総務政策課

総務政策課

総務政策課

8-4　時代に即応できる町政運営に努めます

総務政策課

実施計画における事業名

施策
成果指標の説明及び

算出方法

後期基本計画における成果指標及び主な事業

区分

100%100% 企画財政課

総務政策課

基本計画進行管理事業継続1

1

基本計画の指標達成割
合

2

所管

2 時代のニーズに対
応した地方創生の
推進

地方創生制度活用数

トップマネジメント
の強化

100%
42.5%

℞３年度
各年度の後期基本計画の
施策達成割合

100%

1事業
Ｒ３年度

1事業 1事業 1事業 1事業
新たに地方創生制度を活
用した数

1

【新規】
第６次総合計画策定事業

各年度実施計画による事業内容及び予算
（Ｒ７年度は予算要求額、Ｒ８年度は計画額　単位：千円）

栄町総合戦略推進事業

継続

栄町総合戦略推進事業

基本計画進行管理事業

トップマネジメント支援事業トップマネジメント支援事業

 渉外事業

企業版ふるさと納税事業

拡充

【拡充】
地方創生推進事業
【関連施策】4-2-2、5-1-5、5-2-
4、5-3-3、6-1-3、8-1-3

地方創生推進事業拡充2

ふるさと納税事業

市町村合併情報収集事業市町村合併情報収集事業

企画財政課

企画財政課広域行政連携事業 広域行政連携事業

成田空港機能強化連携事業成田空港機能強化連携事業

継続

3 広域連携によるま
ちづくりの推進

1件 1件 1件新たな広域連携数

継続2

3

0件 継続11件
自治体や企業と新たに連
携した事業数
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